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近年、経済のグローバル化や市場経済の競争激化等のな
かで、社会的セーフティネットの一つである最低賃金制度
の重要度が増している。わが国でもワーキングプアなど格
差の解消の観点から注目度が非常に上がり、各界でさまざ
まな議論を呼んだ。昨年 11月には、最低賃金が低賃金労
働者の労働条件の下支えとして十全に機能するよう所要の
法改正が行われた。欧米諸国においても最近、期を合わせ
るように最低賃金制度をめぐり熱い議論が行われている。
そこで特集の一環として、最低賃金制度をめぐる主要先

進国の最近の動向をみていく。アメリカでは、近年連邦最
低賃金の改定が行われていなかったが、最低賃金の実質価
値が低下傾向にあったことなどから、主に民主党からの提
案により最低賃金改定法案が議会に提出され、昨年７月、
約10年ぶりに連邦最低賃金が引き上げられた。2009 年７月
までの３回に分け段階的に引き上げられ、改定前の時給額
5.15 ドルから４割アップの同 7.25 ドルになる予定である。
欧州に目を向けると、各国でさまざまな動きが出ている。

フランスでは昨年の大統領選で最低賃金問題が争点の一つ
となり、サルコジ現大統領の対抗馬となった社会党のロワ
イヤル候補はＳＭＩＣ（最低賃金）を月額 1500 ユーロ相
当に引き上げることを公約に掲げた。大幅なＳＭＩＣの引
き上げには慎重な立場の現大統領だが、ＳＭＩＣは週 35
時間制の導入やインフレと市場賃金の改定をその「自動的
メカニズム」により取り込んでいくため上昇が続いており、
遠くない将来、皮肉にも「ライバル」が掲げた 1500 ユー
ロに到達するとみられている。このため、政府はＳＭＩＣ
のあり方について再検討しているといわれている。
一方、労使自治を尊重するドイツでは、賃金の下限は法

定ではなく産業ごとの労使合意によって決められているが、
近年、低賃金労働者の増加や組織率の低下などにより労働

協約の適用率の低い業種も増えており、こうした業種の労
働組合を中心に全国一律の法定最低賃金を導入すべきとす
る声が上がっている。しかしこれに対する連立与党内の足
並みは揃っていないようだ。
また欧州では、拡大を続けるＥＵとの関係から制度を見
直そうとする動きも出ている。ドイツでは、最近増加して
いる労働協約が適用されない外国企業からの派遣労働につ
いて、政府は賃金ダンピングを阻止するため、一定業種を
対象に最低賃金を義務づける「労働者送り出し法」を活用
し最低賃金業種の拡大を目指そうとしている。オランダも
移民労働者と最低賃金との関係で進展があった。オランダ
は 2007 年５月から、東欧のＥＵ新加盟国からの移民労働
者の受け入れを自由化したが、これに伴い違法な低賃金の
移民労働者が流入するのを抑えるため、それまで罰則のな
かった最低賃金違反に対し罰金などの行政罰を新たに設け
た。
最後にイギリスでは、旧制度による特定業種・職種の最
低賃金が 1993 年に廃止された後、政府による賃金規制の
ない期間があったが、労働党政権下の 1999 年に全国一律
の法定最低賃金が導入された。その歴史はまだ 10 年あま
りと短いものの、労働党はこの最低賃金制度を最も成功し
た政策の一つとして自ら評価している。最低賃金額の設定
がもっとも懸念された雇用面などへの影響を配慮して行わ
れているほか、実際上の決定機関である低賃金委員会が調
査研究を通じて現状把握につとめるなど調整機能を十分果
たしていることから、これまでのところ最低賃金制度を大
きく見直すような動きは出ていない模様である。
以下、アメリカ、フランス、ドイツ、オランダ、イギリ
スの最低賃金制度をめぐる最近の議論、動きを中心に報告
する。

最低賃金制度をめぐる欧米諸国
の最近の動向
―アメリカ、フランス、ドイツ、オランダ、イギリス―

国際研究部
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ア
メ
リ
カ
の
連
邦
最
低
賃
金
は
現
在
、
一

時
間
当
た
り
六
・
五
五
ド
ル
と
定
め
ら
れ
て

い
る
。
こ
れ
は
今
年
七
月
二
四
日
に
五
・
八

五
ド
ル
か
ら
引
き
上
げ
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

二
〇
〇
七
年
七
月
二
四
日
、
五
・
一
五
ド

ル
か
ら
五
・
八
五
ド
ル
へ
引
き
上
げ
ら
れ
、

二
〇
〇
九
年
七
月
二
四
日
に
は
現
行
の
六
・

五
五
ド
ル
か
ら
七
・
二
五
ド
ル
に
な
る
予
定

で
あ
る
。
こ
れ
だ
け
み
て
く
る
と
毎
年
一
定

の
水
準
の
引
き
上
げ
を
実
施
し
て
い
る
よ
う

だ
が
、
五
・
一
五
ド
ル
の
水
準
が
一
九
九
七

年
九
月
一
日
か
ら
約
一
〇
年
間
続
い
て
い
た
。

近
年
の
引
き
上
げ
を
振
り
返
っ
て
み
て
も
一

年
ご
と
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
時
期
も
あ
る
が
、

五
年
あ
る
い
は
九
年
以
上
据
え
置
か
れ
て
い

る
期
間
が
あ
る
の
も
目
立
つ
。
近
年
の
引
き

上
げ
の
推
移
に
つ
い
て
は
表
１
を
参
照
さ
れ

た
い
。

ア
メ
リ
カ
の
連
邦
最
賃
の
引
き
上
げ
は
、

日
本
の
よ
う
に
審
議
会
で
決
定
さ
れ
る
方
式

と
は
異
な
る
。
議
会
に
最
賃
引
き
上
げ
に
関

す
る
法
案
が
提
出
さ
れ
審
議
を
経
て
、
最
終

的
に
大
統
領
が
署
名
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
成

立
す
る
。
政
治
的
な
駆
け
引
き
が
関
わ
っ
て

く
る
た
め
に
引
き
上
げ
実
施
が
困
難
に
な
る

場
合
も
あ
る
。

実
際
、
今
回
の
引
き
上
げ
法
案
は
当
初
、

民
主
党
か
ら
最
賃
引
き
上
げ
を
主
旨
と
す
る

単
体
の
法
案
が
提
出
さ
れ
て
い
た
が
、
共
和

党
と
の
調
整
を
伴
い
、
中
小
企
業
向
け
減
税

策
等
を
盛
り
込
む
か
た
ち
と
な
っ
た
挙
句
、

「
二
〇
〇
七
年
米
軍
整
備
、
退
役
軍
人
支
援
、

カ
ト
リ
ー
ナ
復
興
支
援
、
イ
ラ
ク
責
任
予
算

法
」
の
条
項
と
し
て
成
立
す
る
に
至
っ
て
い

る
。し

か
も
一
九
九
七
年
以
後
、
ク
リ
ン
ト
ン

政
権
下
で
も
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
下
で
も
幾
度
か

最
賃
引
き
上
げ
の
法
案
が
提
出
さ
れ
て
い
た

が
、
上
下
院
で
ど
ち
ら
の
政
党
が
マ
ジ
ョ
リ

テ
ィ
を
占
め
て
い
る
か
、
大
統
領
が
ど
ち
ら

の
政
党
の
選
出
か
に
よ
っ
て
法
案
の
成
否
が

分
か
れ
て
し
ま
う
。

引
き
上
げ
手
続
き
に
関
す
る
連
邦
労
働
省

の
関
与
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
二
〇
〇
八
年
二

月
筆
者
が
実
施
し
た
現
地
調
査
で
も
、
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
に
応
じ
た
行
政
官
は
「
政
治
的
な

こ
と
で
あ
り
、
わ
れ
わ
れ
は
決
定
し
た
こ
と

を
執
行
す
る
だ
け
で
あ
る
」
と
の
姿
勢
で
あ

っ
た
。

連
邦
最
賃
制
度
の
適
用
範
囲
と
適

用
除
外

連
邦
最
賃
制
度
は
適
用
範
囲
を
次
の
よ
う

に
定
め
て
い
る
。
①
州
を
越
え
た
事
業
活
動

を
行
う
か
、
州
を
越
え
て
流
通
す
る
商
品
を

製
造
す
る
企
業
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
、

②
年
商
五
〇
万
ド
ル
以
上
の
企
業
に
雇
用
さ

れ
て
い
る
労
働
者
。

一
方
、
以
下
の
労
働
者
は
最
低
賃
金
の
規

定
の
適
用
除
外
と
な
る（
１
）。
①
幹
部
社
員
、

管
理
職
、
専
門
職
、
こ
の
専
門
職
に
は
小
学

校
、
中
学
校
に
お
け
る
教
師
と
学
問
的
・
管

理
的
職
員
や
外
勤
販
売
員
も
含
ま
れ
る
、
②

季
節
的
娯
楽
施
設
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働

者
、
③
小
規
模
の
新
聞
社
に
雇
用
さ
れ
て
い

る
労
働
者
、
④
新
聞
配
達
に
従
事
す
る
労
働

者
、
⑤
漁
業
に
携
わ
る
労
働
者
、
⑥
外
国
籍

船
に
雇
用
さ
れ
る
船
員
、
⑦
小
規
模
農
家
に

雇
わ
れ
る
農
業
労
働
者
、
⑧
臨
時
雇
い
の
ベ

ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
、
高
齢
者
や
病
弱
者
の
手
伝

い
と
し
て
雇
わ
れ
た
者
、
⑨
特
定
の
技
能
を

有
す
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
専
門
職
、
で
あ
る
。

ま
た
、
一
定
の
条
件
の
下
で
減
額
対
象
と

な
っ
て
い
る
職
種
や
雇
用
形
態
な
ど
が
あ
る
。

一
つ
は
、
チ
ッ
プ
労
働
者
で
、
定
期
的
に
月

三
〇
ド
ル
以
上
の
チ
ッ
プ
を
得
る
職
業
に
従

事
す
る
従
業
員
に
関
し
て
、
雇
用
主
は
一
時

間
当
た
り
二
・
一
三
ド
ル
以
上
の
賃
金
を
支

払
う
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、

二
・
一
三
ド
ル
に
チ
ッ
プ
に
よ
る
収
入
を
加

算
し
た
額
が
通
常
の
最
低
賃
金
に
満
た
な
い

場
合
に
雇
用
主
は
差
額
を
補
填
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い（
２
）。
も
う
一
つ
は
、
一
〇
代
の

労
働
者
で
、
二
〇
歳
未
満
の
労
働
者
を
新
規

採
用
し
た
場
合
に
は
、
最
初
の
九
〇
日
間
は

一
時
間
当
た
り
四
・
二
五
ド
ル
を
下
回
ら
な

い
賃
金
を
支
払
え
ば
よ
い
と
規
定
し
て
い
る
。

採
用
し
て
か
ら
九
〇
日
以
内
に
二
〇
歳
に
達

す
れ
ば
正
規
の
最
低
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
し
、
減
額
対
象
の
労
働
者
を
雇

用
す
る
た
め
に
、
現
に
雇
用
し
て
い
る
従
業

員
を
解
雇
し
て
は
な
ら
な
い
と
規
定
し
て
い

る
。

一
〇
年
ぶ
り
に
連
邦
最
低
賃
金
を

引
き
上
げ

アメ
リカ

表１　近年の米国連邦最賃の引き上げ水準
引き上げ年月日 最賃水準 引き上げ額 改訂までの期間

1978年 1月1日 2.65 
1979年 1月1日 2.90 0.25 1年
1980年 1月1日 3.10 0.20 1年
1981年 1月1日 3.35 0.25 1年
1990年 4月1日 3.80 0.45 9年9ヵ月
1991年 4月1日 4.25 0.45 1年
1996年 10月1日 4.75 0.50 5年6ヵ月
1997年 9月1日 5.15 0.40 11ヵ月
2007年 7月24日 5.85 0.70 9年10ヵ月
2008年 7月24日 6.55 0.70 1年
2009年 7月24日 7.25 0.70 1年（予定）

出所：連邦労働省資料より作成
http://www.dol.gov/esa/minwage/chart.htm

図１　最賃以下の水準の労働者の割合（時間給労働者）

出所：労働統計局資料より作成
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最
賃
レ
ベ
ル
の
労
働
者
の
数
と
割
合

ア
メ
リ
カ
の
統
計
で
は
最
低
賃
金
水
準
の

労
働
者
の
割
合
は
時
間
給
労
働
者
を
分
母
と

す
る
統
計
の
み
利
用
可
能
で
あ
る
。
労
働
統

計
局（
３
）
に
よ
れ
ば
、
二
〇
〇
七
年
の
雇
用

労
働
者
は
、
一
億
二
九
七
六
万
七
〇
〇
〇
人

で
あ
り
、
そ
の
う
ち
時
間
給
労
働
者
は
七
五

八
七
万
三
〇
〇
〇
人
（
五
八
・
五
％
）
で
あ

る
。
さ
ら
に
こ
の
う
ち
、
最
賃
未
満
の
水
準

で
就
労
す
る
労
働
者
数
は
一
四
六
万
二
〇
〇

〇
人
、
最
賃
と 

同
水
準
で
就
労
す
る
の
が

二
六
万
七
〇
〇
〇
人
で
あ
る
。
最
賃
以
下
で

就
労
す
る
労
働
者
数
一
七
二
万
九
〇
〇
〇
人

で
全
時
間
給
労
働
者
の
二
・
三
％
に
相
当
す

る
。こ

の
数
値
は
、
一
九
八
〇
年
時
点
で
は
一

五
・
一
％
で
あ
り
、
そ
れ
以
後
低
下
傾
向
が

見
ら
れ
る
（
図
１
参
照
）。
二
〇
〇
七
年
の

引
き
上
げ
に
よ
っ
て
二
・
二
％
か
ら
二
・
三

％
へ
僅
か
な
が
ら
上
昇
し
て
い
る
。

最
賃
レ
ベ
ル
の
労
働
者
の
特
徴

最
賃
レ
ベ
ル
の
労
働
者
を
産
業
別
に
み
れ

ば
、
娯
楽
・
接
待
業
が
突
出
し
て
多
い
こ
と

が
わ
か
る
（
表
２
参
照
）。
フ
ル
タ
イ
ム
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
別
で
み
た
場
合
、
時
間
給
労

働
者
全
体
で
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
割

合
は
二
三
・
八
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
最

賃
以
下
の
労
働
者
に
限
っ
て
言
え
ば
五
六
・

四
％
に
上
が
る
（
表
３
参
照
）。
一
方
、
人

種
別
に
み
た
場
合
に
は
時
間
給
労
働
者
全
体

と
最
賃
以
下
の
労
働
者
の
割
合
に
大
き
な
違

い
は
見
ら
れ
な
い
（
表
４
参
照
）。

抱
き
合
わ
せ
措
置

二
〇
〇
七
年
決
定
の
連
邦
最
賃
引
き
上
げ

は
、
中
小
企
業
減
税
措
置
や
チ
ッ
プ
労
働
者

の
社
会
保
障
税
据
え
置
き
と
い
っ
た
総
額
四

八
億
ド
ル
の
抱
き
合
わ
せ
政
策
を
伴
っ
て
成

立
し
た
。

中
小
企
業
向
け
減
税
策
は
、
内
国
歳
入
庁

法
典
（IR

S
 C

ode

）
一
七
九
条
に
規
定
さ

れ
る
新
規
購
入
の
損
金
算
入
枠
拡
大
で
、
五

〇
万
ド
ル
以
下
の
新
規
購
入
に
関
し
て
は
、

一
二
万
五
〇
〇
〇
ド
ル
の
損
金
算
入
を
認
め

る
（
改
正
前
は
四
五
万
ド
ル
の
新
規
購
入
に

関
し
て
、
一
一
万
二
〇
〇
〇
ド
ル
の
損
金
算

入
を
認
め
る
と
い
う
も
の
。
五
〇
万
ド
ル
を

超
え
る
購
入
に
関
し
て
は
、
損
金
算
入
額
が

減
少
し
て
い
く
）。
こ
れ
は
二
〇
一
一
年
ま

で
の
措
置
で
あ
り
、
そ
れ
以
降
は
、
損
金
算

入
額
の
枠
は
二
〇
〇
二
年
当
時
と
同
じ
二
万

五
〇
〇
〇
ド

ル
ま
で
縮
小

さ
れ
る
。

チ
ッ
プ
労

働
者
の
社
会

保
障
税
（
労

使
負
担
）
一

部
免
除
と
い

う
の
は
、
年

金
と
メ
デ
ィ

ケ
ア
（
低
所

得
者
向
け
医

療
保
険
）
に

か
か
る
税
で

あ
り
、
チ
ッ

プ
収
入
も
課

税
対
象
と
な

っ
て
い
る
。

こ
の
チ
ッ
プ

収
入
に
課
税

さ
れ
る
社
会

保
障
税
に
つ

い
て
据
え
置

か
れ
る
と
い

う
措
置
で
あ

る
。
飲
食
業

界
は
最
賃
レ
ベ
ル
で
就
労
す
る
労
働
者
が
多

い
産
業
で
あ
る
た
め
、
特
定
産
業
を
対
象
と

し
た
特
例
で
あ
る
。

州
別
の
最
賃
の
位
置
づ
け

ア
メ
リ
カ
に
は
連
邦
最
賃
制
度
と
と
も
に

州
別
最
賃
制
度
が
あ
る
。
制
度
創
設
の
歴
史

的
経
緯
か
ら
す
る
と
州
別
最
賃
制
度
の
創
設

の
方
が
早
い
。
制
度
の
目
的
や
背
景
も
異
な

り
、
州
法
が
女
性
と
児
童
の
苦
汁
労
働
対
策

と
し
て
成
立
し
た
の
に
対
し
て
、
連
邦
法
は

成
人
男
性
も
規
制
の
対
象
に
加
え
た
上
で
の

景
気
対
策
を
目
的
と
す
る
制
度
で
あ
っ
た
と

さ
れ
る（
４
）。

州
別
最
賃
制
度
を
も
た
な
い
州
が
五
一
州

（
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
を
含
む
）
の
う
ち
ア
ラ

バ
マ
州
な
ど
五
州
、
そ
れ
以
外
の
州
で
連
邦

と
同
水
準
と
規
定
す
る
州
が
ア
イ
ダ
ホ
州
な

ど
一
二
州
（
表
５
参
照
）、
連
邦
最
低
賃
金

以
外
の
水
準
を
定
め
積
極
的
な
最
賃
規
定
を

も
つ
州
は
三
四
州
で
あ
る
。
そ
の
う
ち
二
五

州
が
連
邦
最
賃
よ
り
も
高
い
水
準
を
設
定
す

る
（
表
６
参
照
）。
こ
の
う
ち
イ
リ
ノ
イ
州

で
は
二
〇
〇
九
年
七
月
に
八
ド
ル
、
一
〇
年

七
月
に
は
八
・
二
五
ド
ル
へ
引
き
上
げ
予
定

で
あ
り
、
コ
ネ
チ
カ
ッ
ト
州
で
は
〇
九
年
八

ド
ル
、
一
〇
年
八
・
二
五
ド
ル
へ
引
き
上
げ

予
定
で
あ
る
。

二
〇
〇
四
年
ま
で
一
〇
州
前
後
で
あ
っ
た

連
邦
最
賃
を
上
回
る
州
は
二
〇
〇
五
年
一
三

州
、
二
〇
〇
六
年
一
七
州
、
二
〇
〇
七
年
二

八
州
と
増
加
し
て
い
っ
た
。
こ
う
し
た
動
き

が
連
邦
最
賃
の
引
き
上
げ
議
論
を
後
押
し
し

た
と
も
言
わ
れ
て
い
る
。

表２　時間給労働者に占める最賃水準以下で就
労する労働者数（2007年）
時間給労働者数 75,873
最賃レベルの労働者数 1,729 （％）
農業および関連産業 9 0.5 
建設 34 2.0 
製造業 38 2.2 
卸売・小売 151 8.7 
輸送・運輸 18 1.0 
情報 19 1.1 
金融 24 1.4 
専門・ビジネスサービス 43 2.5 
教育・健康サービス 144 8.3 
娯楽・接待業 1,059 61.2 
その他サービス 80 4.6 
公共部門 111 6.4 
出所：労働統計局資料より作成
http://stats.bls.gov/cps/minwage2007tbls.htm#5

表３　フルタイム労働者とパートタイム労働者
の比較（2007年）

　 フルタイム労
働者

パートタイム
労働者

時間給労働者
全般

合計（千人） 57,745 17,997
割合（％） 76.2 23.8

最賃以下で就
労する労働者

合計（千人） 752 971
割合（％） 43.6 56.4

出所：労働統計局資料より作成
http://stats.bls.gov/cps/minwage2007tbls.htm#1

表４　人種別比較（2007年）

白人系 黒人系、
アフリカ系 アジア系 ヒスパニック系、

ラテン系

時間給労働者全般
合計（千人） 61,061 9,965 2,730 13,168
割合（％） 80.5 13.1 3.6 17.4

最賃以下で就労す
る労働者

合計（千人） 1,420 205 51 246
割合（％） 82.1 11.9 2.9 14.2 

出所：労働統計局資料より作成
http://stats.bls.gov/cps/minwage2007tbls.htm#1
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州
別
最
賃
の
適
用
範
囲
と
改
定
方
法

従
業
員
数
で
適
用
範
囲
を
規
定
す
る
の
が

以
下
の
州
で
あ
る
。
イ
ン
デ
ィ
ア
ナ
州
、
ミ

シ
ガ
ン
州
、
バ
ー
モ
ン
ト
州
は
従
業
員
二
人

以
上
を
適
用
対
象
と
す
る
。
ア
ー
カ
ン
ソ
ー

州
、
イ
リ
ノ
イ
州
、
ネ
ブ
ラ
ス
カ
州
、
バ
ー

ジ
ニ
ア
州
で
は
従
業
員
四
人
以
上
を
対
象
と

し（
５
）、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
、
ウ
ェ
ス
ト
バ
ー

ジ
ニ
ア
州
で
は
、
従
業
員
六
人
以
上
を
対
象

と
す
る（
６
）。
ま
た
、
事
業
規
模
で
適
用
額

を
区
別
す
る
州
も
あ
る
。
モ
ン
タ
ナ
州
で
は

年
商
一
一
万
ド
ル
以
下
の
事
業
主
に
は
州
法

の
適
用
を
除
外
し
て
い
る
し
、
ミ
ネ
ソ
タ
州

で
は
年
商
六
二
万
五
〇
〇
〇
ド
ル
以
上
と
未

満
で
最
賃
額
を
二
つ
設
定
し
て
い
る
。

毎
年
、
イ
ン
フ
レ
等
に
基
づ
き
最
賃
額
を

改
訂
す
る
の
が
ア
リ
ゾ
ナ
州
や
オ
レ
ゴ
ン
州

な
ど
で
あ
る
。
ア
リ
ゾ
ナ
州
で
は
、
毎
年
、

生
活
コ
ス
ト
が
算
出
さ
れ
て
最
賃
が
調
整
さ

れ
る
。
オ
レ
ゴ
ン
州
や
バ
ー
モ
ン
ト
州
、
ワ

シ
ン
ト
ン
州
で
は
消
費
者
物
価
指
数
に
基
づ

き
毎
年
最
賃
の
引
き
上
げ
が
検
討
さ
れ
て
い

る
。

今
後
の
課
題

連
邦
最
賃
は
一
〇
年
ぶ
り
に
引
き
上
げ
が

決
定
さ
れ
た
も
の
の
、
引
き
上
げ
水
準
が
不

十
分
だ
と
い
う
見
解
も
あ
る
。
二
〇
〇
七
年

七
月
の
五
・
八
五
ド
ル
へ
の
引
き
上
げ
に
際

し
、
エ
ド
ワ
ー
ド
・
ケ
ネ
デ
ィ
上
院
議
員
は

購
買
力
で
の
換
算
水
準
が
ピ
ー
ク
に
あ
っ
た

一
九
六
八
年
当
時
の
レ
ベ
ル
に
最
賃
を
引
き

上
げ
る
た
め
に
は
九
・
五
ド
ル
に
す
る
必
要

が
あ
る
と
の
見
解
を
示
し
、
二
〇
一
一
年
ま

で
に
実
現
し
た
い
と
い
う
意
向
を
述
べ
た

（
７
）。
経
済
政
策
研
究
所
の
推
計
で
は
、
一

九
六
八
年
の
水
準
は
現
在
価
値
に
換
算
す
る

と
約
八
・
六
ド
ル
に
相
当
す
る（
８
）。

大
統
領
選
で
も
低
所
得
層
向
け
の
政
策
と

し
て
、
民
主
党
候
補
を
中
心
と
し
て
最
低
賃

金
の
見
直
し
の
必
要
性
を
指
摘
す
る
言
動
も

あ
る
。
オ
バ
マ
候
補
は
二
月
の
ラ
ス
ベ
ガ
ス

の
党
員
集
会
で
物
価
と
連
動
し
た
か
た
ち
で

最
低
賃
金
を
改
定
し
て
い
く
制
度
を
提
案
し

て
い
る
。

連
邦
最
賃
は
議
会
で
の
法
改
正
と
い
う
手

続
き
上
、
経
済
を
基
礎
と
す
る
改
定
と
い
う

よ
り
も
、
政
治
的
な
勢
力
争
い
に
左
右
さ
れ

て
し
ま
う
傾
向
が
あ
る
。
先
に
述
べ
た
よ
う

に
州
別
最
賃
で
は
物
価
上
昇
に
基
づ
く
定
期

的
な
最
賃
改
定
を
行
っ
て
い
る

州
も
あ
る
。

そ
も
そ
も
、
最
賃
引
き
上
げ

が
本
当
に
低
所
得
層
に
効
果
的

な
政
策
手
段
な
の
か
と
い
う
点

で
疑
問
視
す
る
声
も
あ
る
。
最

賃
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
よ
っ

て
低
所
得
層
の
雇
用
が
削
減
さ

れ
る
よ
う
な
悪
影
響
が
あ
る
の

で
は
な
い
か
と
い
う
議
論
で
あ

り
、
低
所
得
層
に
政
策
の
効
果

を
集
中
的
に
活
か
す
た
め
に
は

特
定
層
を
対
象
と
す
る
減
税
策

が
有
効
な
の
で
は
な
い
か
と
い

う
見
解
も
あ
る
。

〔
注
〕

１
．
連
邦
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：

　

 http://w
w
w
.dol.gov/elaw

s/esa/flsa/screen75.

asp

２ 

．
連
邦
労
働
省 

〞E
m
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ent L
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 G
uide, 

C
hapter, M

inim
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 W
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vertim
e P
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〞

　

 http://w
w
w
.dol.gov/com

pliance/guide/m
inw
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htm
#P

enalites

３
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：

　

 http://stats.bls.gov/cps/m
inw

age2007tbls.htm

４ 

．W
illis J. N

ordlund, 1997, T
he Q

uest for a 

L
iving W

age: T
he H

istory of the F
ederal 

M
inim

um
 W

age P
rogram

 (C
ontributions in 

L
abor S

tudies), G
reenw

ood P
ub G

roup

５ 

．
た
だ
し
、
イ
リ
ノ
イ
州
は
家
族
従
業
員
を
除
く
。

６ 

．
た
だ
し
、
ウ
ェ
ス
ト
バ
ー
ジ
ニ
ア
州
は
一
つ
の
事
業

所
に
つ
き
従
業
員
六
人
以
上
と
規
定
。

７ 

．D
aily L

abor R
eport, B

N
A
, July 25, 2007

８
．
関
連
す
る
図
は
次
の
ペ
ー
ジ
で
閲
覧
可
能
。

　

 http://w
w
w
.epi.org/issueguides/m

inw
age/

fi gure1.pdf

表５　州別最低賃金水準（１）
連邦最低賃金と同額の水準の州

アイダホ州、インディアナ州、ケンタッキー州、メリー
ランド州、ネブラスカ州、ノースカロライナ州、ニュー
ハンプシャー州、ノースダコタ州、オクラホマ州、サウ
スダコタ州、テキサス州、ユタ州、バージニア州

最低賃金制度を持たない州
アラバマ州、ルイジアナ州、ミシシッピ州、サウスカロ
ライナ州、テネシー州
出所：連邦労働省資料より作成
http://www.dol.gov/esa/minwage/america.htm
（2008年8月末現在）

表６　州別最低賃金水準（２）
連邦最低賃金よりも高い水準を定める州（25州）と最賃水準

ミズーリ州 6.65 
フロリダ州 6.79 
ネバダ州 6.85 
アリゾナ州 6.90 
メイン州、オハイオ州 7.00 
コロラド州 7.02 
アラスカ州、ニューヨーク州、デラウェア州、ペンシルバニア州、
ニュージャージー州 7.15 

ハワイ州、アイオワ州、ウェストバージニア州 7.25 
ミシガン州、ロードアイランド州 7.40 
ワシントンＤ．Ｃ． 7.55 
コネチカット州 7.65 
バーモント州 7.68 
イリノイ州 7.75 
オレゴン州 7.95 
カリフォルニア州、マサチューセッツ州 8.00 
ワシントン州 8.07 
出所：連邦労働省資料より作成
http://www.dol.gov/esa/minwage/america.htm
（2008年8月末現在）
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フ
ラ
ン
ス
の
法
定
最
低
賃
金
は
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ

Ｃ
（
ス
ミ
ッ
ク
）
と
い
う
略
称
で
呼
ば
れ
る
、

全
国
一
律
の
最
低
賃
金
で
あ
る
。
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ

の
正
式
名
称
はS

alaire m
inim

um
 

interprofessionnel de croissance
（
全

職
種
成
長
最
低
賃
金
）
と
さ
れ
、
一
九
七
〇

年
に
そ
れ
ま
で
の
法
定
最
低
賃
金
で
あ
っ
た

Ｓ

Ｍ

Ｉ

Ｇ
（S

alaire m
inim

um
 

interprofessionnel garanti:

全
職
種
保
証

最
低
賃
金
）
に
取
っ
て
代
わ
り
導
入
さ
れ
た
。

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｇ
か
ら
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
へ
の
移
行
は
単
に

名
称
変
更
に
と
ど
ま
ら
ず
、
最
低
賃
金
の
概

念
そ
の
も
の
の
変
化
を
伴
っ
た
も
の
で
あ
る
。

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｇ
が
被
用
者
に
最
低
限
の
生
活
を
保

証
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
の
に
対
し
、
Ｓ

Ｍ
Ｉ
Ｃ
は
最
低
賃
金
層
の
労
働
者
一
人
ひ
と

り
が
国
全
体
の
経
済
発
展
の
果
実
の
配
分
に

関
与
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
も
そ
の
目
的

と
さ
れ
た
。
そ
れ
は
後
述
す
る
最
低
賃
金
の

改
定
方
法
の
変
更
に
具
体
的
に
表
さ
れ
て
い

る
。Ｓ

Ｍ
Ｉ
Ｃ
は
、
民
間
部
門
の
雇
用
者
で
一

八
歳
以
上
か
つ
通
常
の
身
体
能
力
を
有
す
る

者
が
す
べ
て
適
用
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
労
働

時
間
が
把
握
で
き
な
い
労
働
者
（
販
売
外
交

員
な
ど
）
の
一
部
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。
ま

た
、
一
八
歳
未
満
で
職
務
経
験
が
六
カ
月
未

満
の
労
働
者
と
見
習
契
約
等
の
若
年
労
働
者

に
つ
い
て
は
年
齢
に
応
じ
て
違
っ
た
減
額
率

が
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
公
務
部
門
に
つ
い

て
は
、
嘱
託
や
臨
時
雇
い
な
ど
私
法
に
定
め

る
条
件
で
雇
用
さ
れ
る
者
に
適
用
さ
れ
る
。

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
は
時
間
あ
た
り
の
額
と
し
て
設

定
さ
れ
、
二
〇
〇
八
年
七
月
一
日
か
ら
時
間

額
八
・
七
一
ユ
ー
ロ
が
適
用
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
月
額
換
算
（
週
三
五
時
間
労
働
）
す

る
と
一
三
二
一
ユ
ー
ロ
に
相
当
す
る
。
フ
ラ

ン
ス
で
は
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
ほ
か
、
業
界
ご
と
の

団
体
協
約
に
よ
る
最
低
賃

金
も
設
定
さ
れ
て
い
る
。

近
年
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
上
昇
ピ

ッ
チ
が
大
き
い
こ
と
も
あ

り
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
を
下
回
る

協
約
最
低
賃
金
が
全
体
の

四
割
も
あ
る
と
言
わ
れ
て

お
り
、
政
府
は
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ

と
協
約
最
低
賃
金
の
逆
転

現
象
を
解
消
す
べ
く
業
界

ご
と
の
賃
金
の
底
上
げ
を

す
る
た
め
の
行
動
計
画
の

策
定
を
提
案
し
て
い
る
。

　

な
お
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
を
下
回
る
協
約
最
低
賃

金
を
設
定
し
て
い
る
業
界
で
あ
っ
て
も
当
然

な
が
ら
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
以
上
の
賃
金
支
払
い
が
義

務
と
な
る
。

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
改
定
は
、
労
働
法
の
規
定
に

よ
り
、
国
の
経
済
成
長
と
の
リ
ン
ク
と
物
価

ス
ラ
イ
ド
が
原
則
と
な
っ
て
い
る
。
①
経
済

成
長
と
の
リ
ン
ク
で
は
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
引
き

上
げ
分
は
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
実
質
賃
金
上
昇

率
の
半
分
を
下
回
っ
て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ

て
い
る
、
②
物
価
上
昇
と
の
関
係
で
は
、
直

近
の
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
定
以
降
の
消
費
者
物
価
上

昇
率
が
二
％
を
超
え
た
場
合
に
そ
の
物
価
上

昇
分
を
自
動
的
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。
こ
れ
ら
の「
自
動
的
メ
カ
ニ
ズ
ム
」

に
加
え
て
、
③
政
府
は
「
後
押
し
分
」
と
さ

れ
る
政
府
裁
量
を
加
え
る
こ
と
が
通
例
と
な

っ
て
い
る
。
一
九
九
七
年
以
降
は
イ
ン
フ
レ

率
が
低
く
推
移
し
て
き
た
た
め
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ

の
引
き
上
げ
は
年
一
回
、
七
月
一
日
に
こ
れ

ら
三
つ
の
要
素
を
合
わ
せ
て
実
施
さ
れ
て
き

た
。
具
体
的
に
は
、
前
年
五
月
比
の
消
費
者

物
価
上
昇
率
を
Ａ
、
前
年
三
月
比
の
ブ
ル
ー

カ
ラ
ー
時
給
あ
た
り
購
買
力
上
昇
率
を
Ｂ
、

政
府
裁
量
を
α
と
す
る
と
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
改

定
率
は
次
の
よ
う
に
表
さ
れ
る
。
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ

経
済
成
長
と
物
価
が
ス
ラ
イ
ド

―
―

主
要
先
進
国
で
最
高
の
水
準

フラ
ンス

図１　SMIC改定率（7月1日）の推移（%）

出所：Dares（フランス雇用社会問題家族連帯省調査統計局）

図２　SMIC指数、賃金指数及び物価指数の推移（1998年12月＝100）
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改
定
率
＝A

＋1/2B

＋a　

た
だ
し
、
二

〇
〇
七
年
七
月
一
日
の
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
定
以
降

の
物
価
上
昇
が
近
年
に
な
く
高
い
も
の
と
な

っ
た
た
め
、
一
九
九
六
年
以
来
と
な
る
②
の

メ
カ
ニ
ズ
ム
が
発
動
さ
れ
、
二
〇
〇
八
年
五

月
一
日
、
二
・
三
％
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

図
１
に
示
し
た
よ
う
に
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
は
上

述
の
「
自
動
的
メ
カ
ニ
ズ
ム
」
に
加
え
て
二

〇
〇
三
〜
二
〇
〇
五
年
の
定
期
改
定
の
際
の

政
府
「
後
押
し
分
」
が
大
き
か
っ
た
た
め
上

昇
の
ピ
ッ
チ
が
上
が
り
、
図
２
の
よ
う
に
ブ

ル
ー
カ
ラ
ー
賃
金
や
労
働
者
平
均
賃
金
の
伸

び
を
上
回
る
勢
い
で
上
昇
し
て
い
る
。
現
在

フ
ラ
ン
ス
の
最
低
賃
金
は
先
進
国
の
中
で
も

も
っ
と
も
高
い
ラ
ン
ク
に
属
す
る
国
と
な
っ

て
い
る
。

政
府
、
基
準
な
ど
見
直
し
へ

こ
の
よ
う
に
、
最
低
賃
金
が
高
い
水
準
で

あ
る
こ
と
に
関
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
国
内
で
は

次
の
よ
う
な
観
点
か
ら
議
論
を
呼
ん
で
い
る
。

ひ
と
つ
は
、
最
低
賃
金
レ
ベ
ル
の
労
働
コ
ス

ト
が
高
過
ぎ
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
問
題
。

次
い
で
、
社
会
の
「
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
化

（S
m
icardisation

）」
の
問
題
で
あ
る
。
前

者
は
、
高
い
最
低
賃
金
が
比
較
的
単
純
な
雇

用
の
増
進
を
阻
み
、
失
業
悪
化
を
招
き
か
ね

な
い
と
い
う
一
般
的
な
懸
念
に
つ
な
が
る
も

の
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
最
低
賃
金
水

準
か
ら
労
働
コ
ス
ト
の
高
低
を
簡
単
に
論
じ

る
こ
と
は
難
し
い
と
の
指
摘
も
さ
れ
て
い
る
。

実
際
フ
ラ
ン
ス
で
は
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
一
・
六
倍

の
賃
金
ま
で
の
使
用
者
負
担
社
会
保
険
料
を

軽
減
す
る
措
置
を
取
っ
て
い
る
た
め
、
最
低

賃
金
層
の
労
働
コ
ス
ト
の
平
均
労
働
コ
ス
ト

に
占
め
る
割
合
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
中
で
は

中
位
の
水
準
と
い
わ
れ
て
い
る
。
後
者
の
議

論
に
つ
い
て
は
、
最
低
賃
金
が
相
対
的
に
高

い
た
め
に
賃
金
が
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
に
と
ど
ま
る
者

が
増
え
、
健
全
な
賃
金
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
が
形

成
さ
れ
難
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に

対
し
て
も
、
最
低
賃
金
が
相
対
的
に
高
く
設

定
さ
れ
て
い
る
国
で
賃
金
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
が

は
っ
き
り
と
表
れ
、
こ
れ
ら
の
国
で
最
低
賃

金
を
低
く
抑
え
る
と
、
か
え
っ
て
過
度
の
賃

金
格
差
を
生
じ
か
ね
な
い
と
す
る
指
摘
も
出

て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
最
低
賃
金
を
め
ぐ
る

問
題
は
単
純
に
是
非
を
断
言
で
き
る
も
の
で

は
な
い
と
い
う
の
が
議
論
の
落
ち
着
く
と
こ

ろ
と
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
学
術
的
な
議
論
を
呼
ん
で
い
る

「
高
い
」
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
で
あ
る
が
、
二
〇
〇
七

年
の
大
統
領
選
に
お
い
て
は
重
要
な
争
点
の

一
つ
と
な
っ
た
こ
と
が
記
憶
に
新
し
い
と
こ

ろ
で
あ
る
。

サ
ル
コ
ジ
現
大
統
領
の
対
抗
馬
と
な
っ
た

社
会
党
の
ロ
ワ
イ
ヤ
ル
候
補
は
、「
弱
者
に
優

し
い
社
会
」
の
実
現
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
、
Ｓ

Ｍ
Ｉ
Ｃ
を
月
額
一
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
相
当
に
引

き
上
げ
る
こ
と
を
公
約
と
し
て
掲
げ
た
。
大

統
領
選
で
は
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
大
幅
な
引
き
上
げ

に
は
慎
重
な
立
場
で
あ
っ
た
サ
ル
コ
ジ
現
大

統
領
が
勝
利
し
た
が
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
が
現
行
の

改
定
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
し
た
が
っ
て
イ
ン
フ
レ

や
市
場
賃
金
の
上
昇
を
取
り
込
み
引
き
上
げ

が
続
い
て
い
く
と
、
一
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
に
到

達
す
る
の
は
そ
う
遠
く
な
い
将
来
と
み
ら
れ

る
。
そ
の
と
き
現
大
統
領
は
「
ラ
イ
バ
ル
」

の
掲
げ
た
公
約
を
も
実
現
す
る
と
い
う
皮
肉

な
「
栄
誉
」
に
輝
く
こ
と
と
な
る
。

こ
の
た
め
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
が
そ
の
目
的
に
照

ら
し
て
適
正
に
設
定
さ
れ
て
い
る
の
か
。
何

か
問
題
は
あ
る
の
か
、
改
革
の
必
要
は
あ
る

の
か
な
ど
に
つ
い
て
、
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
も

重
要
な
問
題
意
識
を
有
し
て
お
り
、
こ
う
し

た
意
向
を
受
け
た
フ
ィ
ヨ
ン
政
府
は
二
〇
〇

七
年
一
二
月
、
首
相
府
の
下
に
設
置
さ
れ
た

「
雇
用
指
針
評
議
会
（
Ｃ
Ｏ
Ｅ
）」
に
対
し

て
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
革
の
是
非
に
関
す
る
諮
問
を

行
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
Ｃ
Ｏ
Ｅ
は
二
〇
〇
八

年
二
月
、
以
下
の
ポ
イ
ン
ト
を
内
容
と
す
る

答
申
を
行
っ
て
い
る
。

（
１
）
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
位
置
づ
け

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
は
国
民
コ
ン
セ
ン
サ
ス
の
一
部

分
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
存
在
や
単
一
性
は

不
可
侵
の
も
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
一
定

の
経
済
的
理
由
は
あ
る
も
の
の
、
地
域
別
、

年
齢
別
及
び
業
種
別
の
最
低
賃
金
設
定
は
認

め
ら
れ
な
い
。

（
２
）
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
設
定
・
改
定
基
準

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
改
定
は
、
生
産
性
の
伸
び
、

付
加
価
値
の
分
配
、
企
業
の
競
争
力
、
近
隣

諸
国
に
お
け
る
最
低
賃
金
の
伸
び
、
賃
金
と

雇
用
の
関
係
、
物
価
上
昇
、
賃
金
構
造
の
変

化
等
に
つ
い
て
よ
り
確
か
な
情
報
を
踏
ま
え

決
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
専

門
家
委
員
会
を
設
置
し
、
そ
れ
ら
確
か
な
情

報
を
も
と
に
毎
年
政
府
と
「
団
体
交
渉
全
国

委
員
会
（
Ｃ
Ｎ
Ｎ
Ｃ
）」
に
対
し
て
望
ま
し

い
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
定
水
準
に
つ
い
て
意
見
具
申

を
す
る
。
政
府
は
そ
の
意
見
と
Ｃ
Ｎ
Ｎ
Ｃ
内

で
の
議
論
を
踏
ま
え
て
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
改
定

率
を
決
定
す
る
。

（
３
）
物
価
ス
ラ
イ
ド

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
イ
ン
フ
レ
・
ス
ラ
イ
ド
は
原

則
維
持
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
種
の
自
動
メ

カ
ニ
ズ
ム
が
高
イ
ン
フ
レ
の
際
に
引
き
起
こ

し
か
ね
な
い
物
価
・
賃
金
ス
パ
イ
ラ
ル
に
対

し
て
十
分
な
注
意
を
払
う
必
要
が
あ
る
。

（
４
）
改
定
日
程

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
定
時
改
定
を
現
行
の
七
月
一

日
か
ら
一
月
一
日
へ
と
繰
り
上
げ
る
。

Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
定
日
の
一
月
一
日
へ
の
変
更

に
つ
い
て
は
、
業
界
・
企
業
ご
と
の
賃
金
交

渉
の
大
半
が
年
初
に
実
施
さ
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
の
改
定
日
を
一
月
一
日
に

早
め
る
こ
と
で
協
約
最
低
賃
金
の
設
定
の
際

に
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
を
参
照
し
や
す
く
す
る
と
い
う

考
え
に
基
づ
い
て
い
る
。

以
上
の
答
申
内
容
が
、
現
在
の
と
こ
ろ
Ｓ

Ｍ
Ｉ
Ｃ
改
革
の
当
面
の
行
方
を
示
す
も
の
と

み
ら
れ
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
委
託
調
査
員
報
告

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
（
二
〇
〇
三
）「
諸
外
国
に
お
け
る
最
低
賃
金

制
度
」（
第
４
章　

フ
ラ
ン
ス
の
最
低
賃
金
制
度
）

http://w
w
w
.travail-solidarite.gouv.fr/

（
フ
ラ
ン
ス

雇
用
社
会
問
題
家
族
連
帯
省
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
）

http://w
w
w
.insee.fr/fr/

（
フ
ラ
ン
ス
国
立
統
計
経
済

研
究
所
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
））
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新
た
な
最
低
賃
金
制
度
の
導
入
問
題
は
、

二
〇
〇
五
年
の
連
立
政
権
の
成
立
以
降
、
主

要
な
政
治
的
争
点
と
し
て
、
政
権
内
で
熾
烈

な
攻
防
を
繰
り
広
げ
て
き
た
。
労
使
自
治
を

尊
重
す
る
ド
イ
ツ
で
は
、
法
定
で
は
な
く
労

働
協
約
に
よ
っ
て
業
種
な
ど
部
門
ご
と
の
賃

金
の
下
限
を
決
め
て
き
た
。
し
か
し
、
従
来

の
方
法
だ
け
で
は
、
労
組
組
織
率
の
低
下
、

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
る
低
賃
金
労
働
者
の
増

加
な
ど
に
対
応
で
き
な
い
と
し
て
、
全
国
一

律
の
法
定
最
賃
制
の
導
入
を
求
め
る
声
が
政

権
内
で
は
社
会
民
主
党
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
か
ら
あ

が
り
、
こ
れ
に
キ
リ
ス
ト
教
民
主
・
社
会
同

盟
（
Ｃ
Ｄ
Ｕ
・
Ｃ
Ｓ
Ｕ
）
が
反
対
し
た
。

七
月
一
六
日
に
よ
う
や
く
最
賃
関
連
法
案

が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
し
か
し
、
法
案
の
中

身
は
複
数
の
解
釈
の
余
地
を
残
す
玉
虫
色
の

様
相
が
濃
く
、
早
く
も
両
陣
営
は
法
案
修
正

に
向
け
て
動
い
て
い
る
。
最
終
決
着
ま
で
に
、

ま
だ
紆
余
曲
折
の
道
を
た
ど
る
可
能
性
が
強

い
。
こ
れ
ま
で
の
経
緯
、
法
案
の
内
容
と
反

響
な
ど
を
紹
介
す
る
。

労
組
組
織
率
の
低
下
や
低
賃
金
部

門
の
拡
大
な
ど
で
争
点
に
浮
上

欧
州
は
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
中
で
も
法
定
最
低

賃
金
制
度
を
導
入
し
て
い
な
い
少
数
派
の
国

の
一
つ
。
同
国
は
労
働
協
約
に
よ
る
労
使
自

治
を
最
重
視
し
て
お
り
、
労
使
が
申
請
し
た

場
合
に
「
一
般
的
拘
束
力
宣
言
」（
１
）
を
発

し
て
、
協
約
当
事
者
以
外
に
も
当
該
協
約
を

拡
張
適
用
す
る
（
労
働
協
約
法
第
五
条
）。

そ
の
場
合
、
当
該
労
働
協
約
が
当
該
部
門
の

労
働
者
の
五
〇
％
以
上
を
カ
バ
ー
し
て
い
る

こ
と
、
労
使
代
表
各
三
人
で
構
成
す
る
協
約

委
員
会
の
同
意
な
ど
を
要
件
と
し
、
連
邦
労

働
社
会
相
が
一
般
的
拘
束
力
宣
言
を
命
ず
る
。

こ
う
し
て
、
協
約
の
最
低
賃
金
が
そ
の
部
門

の
労
働
者
全
体
の
最
低
賃
金
と
し
て
機
能
し

て
き
た
。

し
か
し
、
近
年
の
情
勢
変
化
が
、
従
来
方

法
の
見
直
し
を
促
し
て
い
る
。
労
組
組
織
率

低
下
に
伴
っ
て
、
労
働
協
約
の
適
用
率
が
低

下
し
て
い
る
（
〇
五
年
の
就
業
者
ベ
ー
ス
の

適
用
率
は
、
西
部
六
七
％
、
東
部
五
三
％

（
２
））。
加
え
て
、
一
般
的
拘
束
力
宣
言
を
付

さ
れ
る
労
働
協
約
自
体
の
減
少
が
続
い
て
い

る
（
〇
七
年
七
月
時
点
で
、
協
約
全
体
に
占

め
る
割
合
は
約
〇
・
七
％（
３
））。
さ
ら
に
産

業
別
労
使
に
よ
る
労
働
協
約
に「
開
放
条
項
」

を
設
け
、
事
業
所
協
定
に
よ
っ
て
労
働
条
件

を
決
定
す
る
方
法
が
増
え
る
と
と
も
に
、
企

業
側
の
使
用
者
団
体
を
脱
退
す
る
こ
と
に
よ

る
協
約
体
制
か
ら
の
離
脱
な
ど
の
事
態
も
進

展
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
労
働
協
約
に
よ

る
伝
統
的
な
賃
金
規
制
の
形
骸
化
が
目
立
つ

よ
う
に
な
っ
た
。

ま
た
、
日
本
と
同
じ
く
、
ワ
ー
キ
ン
グ
プ

ア
（
働
く
貧
困
層
）
や
格
差
問
題
も
マ
ス
コ

ミ
で
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
例
え

ば
、
中
位
賃
金
の
三
分
の
二
未
満
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
基
準
）
の
低
賃
金
労
働
者
の
全
就
業
者
に

占
め
る
割
合
は
〇
四
年
で
二
〇
・
八
％（
４
）

に
あ
た
る
と
の
推
計
も
出
て
い
る
。
公
的
給

付
と
賃
金
と
の
逆
転
現
象
も
議
論
の
俎
上
に

の
ぼ
っ
た
。

こ
う
し
て
、
新
た
な
最
賃
制
度
の
導
入
問

題
が
政
権
の
主
要
課
題
の
一
つ
に
浮
上
し
た
。

〇
五
年
の
連
立
政
権
の
成
立
以
降
、
Ｓ
Ｐ
Ｄ

は
全
国
一
律
の
法
定
最
賃
制
導
入
を
主
張

（
時
給
七
・
五
ユ
ー
ロ
を
提
案
）、
Ｃ
Ｄ
Ｕ
・

Ｃ
Ｓ
Ｕ
は
、
最
賃
規
制
は
雇
用
喪
失
に
つ
な

が
る
と
反
対
し
、
両
者
の
間
で
激
し
い
綱
引

き
が
展
開
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
後
両
者
は
、

全
国
一
律
で
は
な
く
、
部
門
ご
と
の
規
制
と

い
う
線
の
妥
協
策
で
歩
み
寄
り
を
見
せ
た
。

そ
の
場
合
に
採
用
さ
れ
た
方
法
の
一
つ
が

一
九
九
六
年
に
制
定
さ
れ
た
「
国
境
を
越
え

る
役
務
供
給
に
お
け
る
強
制
的
労
働
条
件
に

関
す
る
法
律
（
労
働
者
送
り
出
し
法
）」
に

よ
る
適
用
業
種
の
拡
大
だ
。
従
来
の
労
使
自

治
に
よ
る
伝
統
的
手
法
だ
け
で
は
、
外
国
企

業
が
ド
イ
ツ
に
派
遣
す
る
外
国
人
労
働
者
の

賃
金
を
規
制
で
き
ず
、外
国
企
業
に
よ
る「
賃

金
ダ
ン
ピ
ン
グ
」
を
防
げ
な
い
。
そ
の
た
め
、

外
国
人
労
働
者
の
多
い
建
設
業
で
一
般
的
拘

束
力
宣
言
を
受
け
た
労
働
協
約
が
統
一
的
な

最
低
賃
金
規
定
を
設
け
て
い
る
場
合
に
は
、

当
該
協
約
を
外
国
人
労
働
者
に
も
適
用
す
る

旨
を
定
め
た
法
律
だ
。
同
法
は
、
そ
の
後
幾

度
か
の
改
正
を
経
て
対
象
業
種
が
増
え
、
現

在
、
①
建
設
業
、
建
設
関
連
電
気
・
塗
装
・

解
体
業
、
②
建
設
清
掃
業
、
③
郵
便
サ
ー
ビ

ス
（
三
月
に
違
憲
判
決
、
連
邦
政
府
が
控
訴

（
５
））
に
適
用
さ
れ
て
い
る
。

連
立
政
権
は
昨
年
六
月
に
、
二
つ
の
方
法

に
よ
る
最
賃
設
定
に
つ
い
て
合
意
し
て
お
り
、

今
回
の
閣
議
決
定
は
こ
の
合
意
を
基
礎
と
す

る
も
の
だ
。
一
つ
は
こ
の
労
働
者
送
り
出
し

法
の
適
用
業
種
の
拡
大
に
よ
っ
て
、
労
働
者

の
五
〇
％
以
上
に
適
用
さ
れ
る
労
働
協
約
を

持
つ
業
種
に
最
賃
を
導
入
す
る
方
法
。
同
法

を
活
用
す
る
と
、
通
常
の
一
般
的
拘
束
力
宣

言
で
ハ
ー
ド
ル
の
高
い
要
件
で
あ
る
協
約
委

員
会
の
同
意
（
多
数
決
に
は
少
な
く
と
も
使

用
者
代
表
一
人
の
合
意
が
必
要
）
が
得
ら
れ

な
く
と
も
当
該
協
約
を
強
制
適
用
す
る
こ
と

が
可
能
だ
。
も
う
一
つ
は
、
最
低
労
働
条
件

法
の
改
正
に
よ
り
五
〇
％
未
満
の
業
種
に
最

低
賃
金
を
設
定
す
る
方
法
だ
。
同
法
は
、
一

九
五
二
年
に
労
働
協
約
法
を
補
完
す
る
法
律

と
し
て
制
定
さ
れ
た
も
の
。
協
約
が
存
在
し

な
い
、
あ
る
い
は
適
用
さ
れ
る
労
働
者
が
少

数
で
あ
る
部
門
の
国
に
よ
る
労
働
条
件
規
制

を
定
め
て
い
る
が
、
こ
れ
ま
で
適
用
実
績
は

労
働
協
約
重
視
と
立
法
の
動
き

ドイ
ツ
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一
度
も
な
い
。
こ
の
う
ち
前
者
に
つ
い
て
政

府
は
、
今
年
三
月
末
を
期
限
に
、
同
法
の
適

用
を
求
め
る
業
種
の
労
使
団
体
に
よ
る
申
請

を
受
け
付
け
た
。
そ
の
結
果
、
派
遣
労
働
、

介
護
、
保
安
警
備
、
ゴ
ミ
処
理
、
生
涯
教
育

訓
練
、
林
業
サ
ー
ビ
ス
、
業
務
用
繊
維
製
品

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
、
鉱
山
特
殊
業
務―

―

の
八

業
種
が
申
請
し
た
。

労
働
者
送
り
出
し
法
案
と
最
低
労

働
条
件
法
案

閣
議
決
定
に
至
っ
た
二
法
案
の
概
要
は
以

下
の
と
お
り
だ
。
ま
ず
、「
労
働
者
送
り
出
し

法
」
の
改
正
内
容
は
、
①
あ
る
業
種
の
労
使

団
体
が
、
当
該
労
働
協
約
を
当
該
業
種
全
体

に
適
用
す
る
一
般
的
拘
束
力
宣
言
の
申
請
を

出
し
た
場
合
、
当
該
申
請
を
労
働
協
約
委
員

会
が
検
討
す
る
、
②
申
請
業
種
に
他
の
競
合

す
る
労
働
協
約
が
あ
る
場
合
、
検
討
の
判
断

基
準
を
予
め
法
律
に
よ
り
設
定
す
る
、
③
当

該
労
働
協
約
が
定
め
る
最
低
賃
金
は
国
内
外

を
問
わ
ず
全
て
の
使
用
者
及
び
労
働
者
に
例

外
な
く
適
用
さ
れ
る―

―

。
な
お
、
新
業
種

の
受
け
入
れ
に
つ
い
て
は
今
後
の
手
続
に
委

ね
る
こ
と
と
し
、
こ
の
目
的
の
た
め
シ
ュ
ル

ツ
労
働
社
会
相
を
リ
ー
ダ
ー
と
す
る
連
立
作

業
部
会
を
設
置
。
具
体
的
な
検
討
は
今
後
作

業
部
会
が
担
う
。　

次
に
最
低
労
働
条
件
法
に
つ
い
て
は
、
①

常
設
の
中
央
委
員
会
（
労
使
代
表
各
五
人
及

び
連
邦
労
働
社
会
相
に
よ
り
構
成
）
が
、
対

象
業
種
の
「
社
会
的
歪
み
」
の
有
無
を
調
査

し
、
社
会
的
・
経
済
的
影
響
を
考
慮
し
た
う

え
で
、
当
該
業
種
の
最
低
賃
金
を
制
定
・
変

更
・
廃
止
す
べ
き
か
否
か
を
判
断
す
る
、
②

中
央
委
員
会
が
当
該
業
種
に
つ
い
て
最
低
賃

金
の
必
要
性
を
認
め
る
決
定
を
下
し
た
場
合
、

専
門
家
委
員
会
を
設
置
し
、
当
該
専
門
委
員

会
が
定
め
ら
れ
た
基
準
に
従
っ
て
具
体
的
な

最
低
賃
金
を
提
示
す
る
、
③
連
邦
労
働
社
会

省
が
当
該
提
案
に
同
意
し
た
場
合
は
、
同
省

の
提
案
を
受
け
、
連
邦
政
府
が
当
該
最
低
賃

金
を
法
規
命
令
と
し
て
発
す
る
こ
と
が
で
き

る
、
④
規
定
さ
れ
た
最
低
賃
金
額
は
、
国
内

外
を
問
わ
ず
全
て
の
労
働
者
及
び
使
用
者
に

強
制
的
か
つ
無
条
件
に
適
用
さ
れ
る―

―

。

な
お
、
上
記
二
つ
の
手
法
に
つ
い
て
、
法

案
の
施
行
日
に
既
存
の
労
働
協
約
が
あ
る
場

合
は
、
労
働
協
約
法
に
従
い
、
当
該
有
効
期

間
中
に
限
り
、
法
定
最
低
賃
金
に
対
す
る
優

越
性
を
有
す
る
。
ま
た
、
労
働
協
約
当
事
者

が
、
上
記
の
既
存
賃
金
協
約
に
取
っ
て
代
わ

る
労
働
協
約
を
締
結
し
た
場
合
も
、
新
賃
金

協
約
が
優
先
さ
れ
る―

―

と
し
て
い
る
。

各
方
面
で
多
彩
な
解
釈
、
協
約
と

の
関
連
も
論
点
に

法
案
は
多
彩
な
解
釈
を
許
す
玉
虫
色
の
内

容
だ
。
シ
ュ
ル
ツ
労
働
社
会
相
は
「
最
賃
導

入
の
道
筋
が
開
け
、
喜
ば
し
い
。
賃
金
ダ
ン

ピ
ン
グ
に
対
す
る
段
階
的
な
勝
利
」
と
語
っ

た
が
、
メ
ル
ケ
ル
首
相
は
「
最
賃
設
定
は
雇

用
に
悪
影
響
を
も
た
ら
す
。
今
回
の
決
着
で
、

協
約
自
治
が
国
に
よ
る
最
賃
設
定
に
優
先
す

る
こ
と
が
は
っ
き
り
し
た
。
重
要
な
の
は
、

た
と
え
低
賃
金
で
も
職
が
あ
る
と
い
う
こ
と

だ
」と
コ
メ
ン
ト
。
グ
ロ
ー
ス
経
済
相
も「
協

約
自
治
の
余
地
を
残
す
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
が
盛

り
込
ま
れ
た
」
と
肩
を
な
で
下
ろ
し
て
い
る
。

自
由
民
主
党
（
Ｆ
Ｄ
Ｐ
）
も
「
最
賃
が
導
入

さ
れ
る
と
そ
れ
以
下
で
働
か
ざ
る
を
得
な
い

労
働
者
の
雇
用
機
会
が
奪
わ
れ
る
」
な
ど
と

Ｃ
Ｄ
Ｕ
・
Ｃ
Ｓ
Ｕ
に
同
調
し
て
い
る
。
一
方
、

緑
の
党
は
、
既
存
の
労
働
協
約
の
優
位
性
が

認
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
新
た
に
設
定

さ
れ
る
最
賃
が
骨
抜
き
に
さ
れ
る
懸
念
を
表

明
。
左
派
党
は
全
業
種
に
法
定
最
低
賃
金
の

導
入
を
主
張
し
て
い
る
た
め
、
今
回
の
改
正

案
で
は
不
十
分
と
し
て
い
る
。

法
案
各
論
で
は
、
ま
ず
業
種
選
定
に
つ
い

て
、
Ｓ
Ｐ
Ｄ
側
は
「
既
に
最
賃
が
導
入
さ
れ

て
い
る
三
業
種
に
加
え
新
た
に
八
業
種
に
最

賃
を
導
入
す
る
目
途
が
立
っ
た
」
と
主
張
。

こ
れ
に
対
し
Ｃ
Ｄ
Ｕ
・
Ｃ
Ｓ
Ｕ
は
、「
適
用
対

象
は
賃
金
ダ
ン
ピ
ン
グ
等
が
社
会
問
題
と
な

っ
て
い
る
特
定
業
種
に
限
定
さ
れ
た
」
と
解

釈
し
た
う
え
で
、「
手
続
き
が
煩
雑
な
た
め
現

実
に
は
政
府
の
任
期
中
に
新
業
種
が
加
わ
る

可
能
性
は
な
い
」
と
の
見
通
し
を
示
し
て
い

る
。労

働
協
約
と
の
関
連
も
争
点
だ
。
賃
金
自

決
権
に
関
し
て
Ｓ
Ｐ
Ｄ
は
、
一
定
条
件
下
で

国
に
よ
る
最
低
賃
金
が
労
働
協
約
に
優
先
す

る
枠
組
み
が
設
定
さ
れ
た
と
解
釈
、Ｃ
Ｄ
Ｕ
・

Ｃ
Ｓ
Ｕ
は
、
従
来
型
の
労
働
協
約
優
先
原
則

は
通
用
し
な
く
な
る
こ
と
は
認
め
つ
つ
、
政

府
は
、
①
賃
金
自
決
権
、
②
競
争
、
③
雇
用

―
―

に
関
し
て
審
査
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

実
際
に
最
賃
を
導
入
す
る
の
は
容
易
で
は
な

い
と
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
協
約
の
優
越
性

に
つ
い
て
も
、
Ｓ
Ｐ
Ｄ
お
よ
び
労
働
社
会
省

は
、
相
対
的
に
最
低
賃
金
水
準
の
高
い
大
規

模
組
合
の
労
働
協
約
が
賃
金
水
準
の
低
い
小

規
模
組
合
に
も
適
用
さ
れ
る
可
能
性
が
開
け
、

賃
金
ダ
ン
ピ
ン
グ
の
防
止
に
役
立
つ
と
解
釈

し
て
お
り
、実
際
、キ
リ
ス
ト
教
系
労
組
（
Ｃ

Ｇ
Ｂ
）
な
ど
の
中
小
労
働
組
合
は
、
ド
イ
ツ

労
働
組
合
連
合
（
Ｄ
Ｇ
Ｂ
）
な
ど
の
大
規
模

労
組
の
協
約
に
凌
駕
さ
れ
る
可
能
性
を
恐
れ

て
い
る
。
だ
が
経
済
省
は
、
法
案
か
ら
は
、

大
規
模
労
組
の
協
約
が
自
動
的
に
他
の
協
約

へ
の
優
越
性
を
得
ら
れ
る
と
は
解
釈
で
き
な

い
と
主
張
し
、
そ
の
危
険
性
は
排
除
さ
れ
て

い
る
と
強
調
し
て
い
る
。

労
働
法
学
者
も
、
法
案
に
は
か
な
り
の
解

釈
の
幅
が
あ
る
、
と
い
う
点
で
共
通
し
た
見

解
を
示
し
て
い
る
。
法
案
の
施
行
日
時
点
で

有
効
な
労
働
協
約
が
法
定
最
賃
に
優
越
す
る

旨
が
定
め
ら
れ
て
い
る
た
め
、
労
働
組
合
が

新
た
な
協
約
を
締
結
し
、
そ
れ
ま
で
の
協
約

を
意
図
的
に
失
効
さ
せ
る
手
段
に
出
る
こ
と

も
可
能
だ
と
し
、
そ
う
し
た
場
合
で
の
法
案

の
適
用
可
否
に
つ
い
て
は
最
終
的
に
裁
判
所

の
判
断
に
委
ね
ら
れ
る
公
算
が
大
き
い
と
の

見
方
も
出
て
い
る
。

閣
議
決
定
に
は
至
っ
た
も
の
の
、
こ
う
し

た
解
釈
を
め
ぐ
る
混
乱
を
背
景
に
、
Ｄ
Ｇ
Ｂ

は
Ｓ
Ｐ
Ｄ
に
、
事
業
者
連
合
及
び
Ｃ
Ｇ
Ｂ
は

Ｃ
Ｄ
Ｕ
・
Ｃ
Ｓ
Ｕ
に
対
し
、
た
だ
ち
に
法
案

修
正
を
要
求
し
て
い
る
。
両
陣
営
と
も
に
、

議
会
で
の
立
法
手
続
で
の
論
争
に
備
え
た
格

好
だ
。

国
会
審
議
に
向
け
与
党
内
で
攻
防

こ
う
し
た
な
か
、ド
イ
ツ
経
済
研
究
所（
Ｄ

Ｉ
Ｗ
）
は
七
月
二
一
日
、
最
低
賃
金
導
入
に

よ
る
雇
用
喪
失
に
関
す
る
調
査
結
果（
６
）
を

公
表
。
調
査
は
、
仮
に
Ｓ
Ｐ
Ｄ
が
全
国
一
律

最
低
賃
金
額
と
し
て
掲
げ
て
い
る
時
給
七
・

五
ユ
ー
ロ
の
最
賃
を
導
入
す
る
場
合
、
全
国

で
約
二
〇
万
人
の
職
が
失
わ
れ
、
と
り
わ
け

女
性
労
働
者
や
微
少
労
働
に
従
事
す
る
者
、

東
部
ド
イ
ツ
へ
の
打
撃
が
大
き
い―

―

と
分

析
。
そ
の
う
え
で
、
業
種
別
の
最
低
賃
金
で

も
雇
用
機
会
の
大
幅
な
減
少
が
見
込
ま
れ
る

と
し
て
、
適
用
業
種
拡
大
に
警
鐘
を
鳴
ら
し

て
い
る
。

一
方
、
今
回
の
Ｄ
Ｉ
Ｗ
調
査
に
先
立
っ
て

労
働
・
技
術
研
究
所
（
Ｉ
Ａ
Ｔ
）
が
行
っ
た
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オ
ラ
ン
ダ
の
法
定
最
低
賃
金
制
度
は
、
一

九
六
九
年
に「
最
低
賃
金
及
び
休
暇
手
当
法
」

の
施
行
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
。
制
定
時
の
考

え
方
は
、
社
会
的
に
容
認
さ
れ
る
労
働
報
酬

を
保
障
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
具
体
的
に
は
、

一
家
の
稼
ぎ
手
（breadw

inner

）
の
賃
金

を
そ
の
家
族
の
最
低
生
活
レ
ベ
ル
を
維
持
す

る
に
足
り
る
も
の
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

最
低
賃
金
の
適
用
対
象
は
、
ご
く
一
部
の

例
外（
注
）
を
除
き
、
一
五
歳
以
上
六
五
歳
未

満
の
す
べ
て
の
国
内
労
働
者
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
一
五
歳
か
ら
二
二
歳
ま
で
の
若
年
労

働
者
に
つ
い
て
は
年
齢
に
応
じ
た
減
額
率
を

適
用
し
た
最
低
賃
金
と
な
る
。
減
額
率
は
二

二
歳
が
一
般
最
低
賃
金
の
八
五
％
、
二
一
歳

は
七
二
・
五
％
、
以
下
、
二
〇
歳
六
一
・
五

％
、
一
九
歳
五
二
・
五
％
、
一
八
歳
四
五
・

五
％
、
一
七
歳
三
九
・
五
％
、
一
六
歳
三
四
・

五
％
、
一
五
歳
三
〇
％
と
な
っ
て
お
り
、
他

の
国
に
比
べ
、
若
年
者
へ
の
高
い
減
額
率
の

適
用
が
特
徴
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
。

若
年
者
に
一
〇
〇
％
の
最
低
賃
金
を
適
用

し
な
い
理
由
は
、
生
産
性
や
必
要
性
、
就
学

と
の
関
係
な
ど
か
ら
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
具

体
的
に
は
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
①
若

年
労
働
者
の
生
産
性
は
一
般
労
働
者
の
生
産

性
よ
り
低
い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
一
般
よ

り
低
い
最
低
賃
金
を
設
定
で
き
る
と
す
る
考

え
方
、
②
若
年
者
は
通
常
の
場
合
家
族
と
の

同
居
が
多
く
、
生
活
コ
ス
ト
が
少
な
く
す
む

た
め
、
一
般
の
最
低
賃
金
を
保
障
す
る
必
要

は
な
い
と
い
う
考
え
方
、
③
若
年
者
、
特
に

年
少
者
の
場
合
は
就
学
が
本
業
で
あ
る
た
め
、

彼
ら
に
一
般
最
低
賃
金
を
適
用
し
た
場
合
就

学
を
疎
か
に
さ
せ
る
と
い
う
考
え
方―

―
―

。

な
お
、
オ
ラ
ン
ダ
で
は
二
〇
〇
四
年
五
月
か

ら
年
齢
差
別
禁
止
法
に
よ
り
年
齢
差
別
が
禁

止
さ
れ
て
い
る
が
、
最
低
賃
金
の
若
年
者
へ

の
減
額
適
用
に
つ
い
て
は
、
労
働
施
策
に
関

す
る
差
別
措
置
を
同
法
の
例
外
と
す
る
規
定

が
設
け
ら
れ
、
合
法
の
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

最
低
賃
金
は
、
全
国
一
律
の
額
と
し
て
毎

年
一
月
及
び
七
月
の
二
回
改
定
さ
れ
、
月
額
、

週
額
及
び
日
額
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い
る

（
表
１
）。
他
の
欧
州
諸
国
の
よ
う
に
時
間

額
を
設
定
し
て
い
な
い
た
め
、
時
間
あ
た
り

の
最
低
賃
金
額
は
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
の
週

標
準
労
働
時
間
を
も
と
に
、「
時
間
あ
た
り
最

低
賃
金
＝
日
額
最
低
賃
金
／
（
週
労
働
時
間

／
５
）」
の
計
算
式
か
ら
導
か
れ
る
。
パ
ー

最
賃
の
導
入
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
労
働
者

の
範
囲
に
関
す
る
調
査
結
果
（
〇
四
年
時

点
）（
７
）
で
は
、
時
給
七
・
五
ユ
ー
ロ
を
最

賃
額
と
し
た
場
合
の
全
国
レ
ベ
ル
で
の
影
響

範
囲
は
四
九
〇
万
人（
全
就
業
者
の
一
五
％
）、

六
ユ
ー
ロ
だ
と
二
七
〇
万
人
（
八
・
四
％
）、

五
ユ
ー
ロ
だ
と
一
五
〇
万
人
（
四
・
七
％
）。

こ
の
う
ち
七
・
五
ユ
ー
ロ
の
場
合
の
東
部
ド

イ
ツ
の
影
響
範
囲
は
西
部
ド
イ
ツ
の
二
倍
以

上
に
及
ん
で
お
り
、
東
西
格
差
が
大
き
い
こ

と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
同
分
析
で
は
、

企
業
に
よ
る
一
層
の
賃
金
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
阻

止
し
、
国
に
よ
る
社
会
給
付
負
担
を
軽
減
す

る
た
め
は
最
低
賃
金
の
導
入
は
必
要
と
し
た

う
え
で
、
東
西
で
異
な
る
比
較
的
低
い
水
準

の
最
低
賃
金
額
を
設
定
し
、
徐
々
に
引
き
上

げ
て
い
く
方
向
を
提
案
し
て
い
る
。

今
回
の
法
案
に
よ
れ
ば
、
新
た
な
業
種
選

定
は
作
業
部
会
に
委
ね
ら
れ
る
。
だ
が
、
三

月
末
時
点
で
既
に
送
り
出
し
法
の
適
用
を
申

請
し
た
業
種
で
も
、
申
請
し
た
労
使
団
体
以

外
よ
り
賃
金
水
準
が
低
い
労
使
団
体
の
抵
抗

は
根
強
く
、
調
整
・
交
渉
は
難
航
を
極
め
る

で
あ
ろ
う
。
よ
う
や
く
漕
ぎ
着
け
た
閣
議
決

定
で
あ
る
が
、
与
党
内
の
攻
防
は
収
ま
る
気

配
は
な
く
、
今
秋
の
議
会
審
議
は
波
乱
必
至

と
み
ら
れ
て
い
る
。

〔
注
〕

１ 

．
①
労
働
協
約
が
当
該
部
門
の
五
〇
％
以
上
の
労
働
者

を
カ
バ
ー
し
て
い
る
こ
と
、②
協
約
委
員
会
の
同
意（
労

使
団
体
か
ら
各
々
三
名
の
代
表
に
よ
り
構
成
。
多
数
決

に
は
少
な
く
と
も
使
用
者
代
表
一
名
の
同
意
が
必
要
）、

③
宣
言
が
公
益
に
合
致
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と―

―

を

要
件
と
し
て
連
邦
労
働
社
会
相
が
一
般
的
拘
束
力
を
宣

言
す
る
。

２ 

．
労
働
市
場
・
職
業
研
究
所
（
Ｉ
Ａ
Ｂ
）
事
業
所
パ
ネ

ル
調
査
（
二
〇
〇
五
年
）。

３
．
連
邦
労
働
社
会
省
。

４ 

． T
horsten K

alina &
 C

laudia W
einkopf (2006) 

" E
in G

esetzlicher M
indestlohn auch in 

D
eutschland?!̶

M
odellrechnungen für 

S
tundenlöhne zw

ischen 5,00 und 7,50 
€

--und 
w
ie ist es bei den anderen?" , IA

T
-R

eport, 
2006-06. 

５ 

．
詳
細
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
海
外
労
働
情
報
四
月
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
参
照
。

６ 

．K
ai-U

w
e M

üller &
 V

iktor S
tiner

（2008

）

" M
indestlöne kosten A

rbeitsplätze: Jobverluste 
vor allem

 bei G
eringverdienern" , D

IW
 

W
ochenbericht, N

r.30/2008.

７ 

． T
horsten K

alina &
 C

laudia W
einkopf

（
前
掲

注
４
） 

【
参
考
資
料
】

海
外
委
託
調
査
員
報
告

大
島
秀
之
「
ド
イ
ツ
の
最
低
賃
金
制
度
」（
平
成
二
〇
年
度

刊
行
予
定
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
資
料
シ
リ
ー
ズ
『
欧
米
諸
国
に

お
け
る
最
低
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仮
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所
収
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〇
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）「
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の
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差
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題
と
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低
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再
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築
」『
外
国
の
立
法
』
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号
。
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〇
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低
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日
、
七
月
一
七
日
）

連
邦
政
府
発
表
資
料
（
二
〇
〇
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年
七
月
一
六
日
、
七
月

二
三
日
）

連
邦
労
働
社
会
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発
表
資
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二
〇
〇
八
年
七
月
一
六
日
）

B
loom

berg.com

（
二
〇
〇
八
年
七
月
一
六
日
）

社
会
保
障
給
付
と
リ
ン
ク

―
―

制
度
の
内
容

オラ
ンダ

表１　最低賃金額（2008年７月１日）　　　　　単位：ユーロ

年齢 一般最低賃金
の適用率 月額 週額 日額

23～64歳 100％ 1,356.60 313.05 62.61
22歳 85％ 1,153.10 266.10 53.22
21歳 72.5％ 983.55 226.95 45.39
20歳 61.5％ 834.30 192.55 38.51
19歳 52.5％ 712.20 164.35 32.87
18歳 45.5％ 617.25 142.45 28.49
17歳 39.5％ 535.85 123.65 24.73
16歳 34.5％ 468.05 108.00 21.60
15歳 30％ 407.00 93.90 18.78

出所：オランダ社会問題雇用省
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ト
労
働
者
に
つ
い
て
も
同
様
に
労
働
時
間
に

比
例
し
て
再
計
算
さ
れ
た
最
低
賃
金
が
適
用

さ
れ
る
。

二
〇
〇
八
年
七
月
一
日
か
ら
適
用
さ
れ
て

い
る
現
行
額
は
、
月
額
一
三
五
六
・
六
〇
ユ

ー
ロ
、
週
額
三
一
三
・
〇
五
ユ
ー
ロ
、
日
額

六
二
・
六
一
ユ
ー
ロ
で
あ
る
。

最
低
賃
金
の
改
定
は
一
月
と
七
月
の
年
二

回
行
わ
れ
、
民
間
及
び
公
務
部
門
の
協
約
賃

金
の
平
均
上
昇
率
が
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

に
反
映
さ
せ
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
し
か

し
な
が
ら
、
引
き
上
げ
が
雇
用
に
及
ぼ
す
影

響
が
大
き
い
と
さ
れ
る
場
合
や
、
社
会
保
障

受
給
者
数
の
増
加
が
著
し
く
税
や
社
会
保
険

料
の
引
き
上
げ
が
必
要
と
さ
れ
る
場
合
に
は
、

政
府
は
最
低
賃
金
の
凍
結
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
と
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
い
る
の
は
、I/

A

レ
シ
オ
と
い
わ
れ
る
指
標
で
あ
る
。
こ
れ

は
就
業
者
数
（
Ａ
）
に
対
す
る
社
会
保
障
給

付
者
数
（
Ｉ
）
の
レ
シ
オ
と
し
て
求
め
ら
れ
、

こ
の
数
値
が
一
定
値
を
超
え
た
場
合
に
政
府

は
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
を
凍
結
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
最
近
で
は
二
〇
〇
三
年
七
月

〜
二
〇
〇
六
年
の
間
凍
結
さ
れ
た
。I/A

レ

シ
オ
自
体
は
法
律
上
明
文
の
規
定
は
な
く
、

そ
の
数
値
も
固
定
さ
れ
て
い
る
訳
で
は
な
い

た
め
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
を
望
む
勢
力

か
ら
は
恣
意
的
と
す
る
批
判
の
声
も
聞
か
れ

る
。
な
お
現
在
のI/A

レ
シ
オ
は
約
〇
・

八
（
二
〇
〇
六
年
）
と
み
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に

際
し
特
に
社
会
保
障
施
策
と
の
連
関
が
意
識

さ
れ
て
い
る
理
由
は
、
オ
ラ
ン
ダ
の
最
低
賃

金
額
が
社
会
保
障
給
付
額
の
水
準
と
直
接
リ

ン
ク
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
。

最
低
生
活
保
障
を
最
低
保
障
所
得
と
し
て

定
義
し
、
そ
の
水
準
を
最
低
賃
金
と
関
連
付

け
て
い
る
。
各
種
の
社
会
保
障
給
付
の
水
準

は
、
法
定
最
低
賃
金
を
も
と
に
設
定
さ
れ
て

い
る
。
つ
ま
り
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
は

年
金
や
生
活
保
護
費
な
ど
の
社
会
保
障
財
政

に
直
接
影
響
を
及
ぼ
す
構
造
と
な
っ
て
い
る

の
で
あ
る
。
最
低
賃
金
と
主
な
社
会
保
障
給

付
等
と
の
関
係
を
示
し
た
の
が
図
１
で
あ
る
。

問
題
点―

―

若
年
者
と
移
民

こ
う
し
た
オ
ラ
ン
ダ
の
最
低
賃
金
制
度
に

対
し
て
、
労
使
は
総
じ
て
一
定
の
評
価
を
し

て
お
り
、
ま
た
、
国
内
労
働
者
の
大
半
（
約

八
五
％
）
が
団
体
協
約
賃
金
の
適
用
を
受
け

て
い
る
こ
と
か
ら
、
最
低
賃
金
の
水
準
に
つ

い
て
際
立
っ
た
議
論
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。

む
し
ろ
、
政
府
及
び
与
党
が
上
述
の
と
お
り

社
会
保
障
政
策
と
の
連
関
が
強
い
た
め
最
低

賃
金
水
準
の
決
定
に
高
い
関
心
を
寄
せ
、
か

つ
影
響
を
与
え
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。
そ
う

し
た
政
府
等
の
意
図
は
、
長
期
失
業
者
の
雇

用
に
対
す
る
最
低
賃
金
の
適
用
免
除
措
置
の

度
々
の
提
案
と
し
て
あ
ら
わ
れ
て
い
る
が
、

こ
れ
は
ま
だ
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。

他
方
、
若
年
労
働
者
へ
の
最
低
賃
金
の
高

い
減
額
率
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
濫

用
す
る
形
で
若
年
者
を
雇
用
す
る
企
業
が
一

部
の
業
種
で
あ
る
と
の
指
摘
が
な
さ
れ
て
い

る
。
小
売
業
、
と
く
に
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ

ト
な
ど
の
一
部
で
は
経
営
者
が
人
件
費
を
抑

え
る
た
め
に
、
よ
り
安
く
正
規
雇
用
で
き
る

年
少
者
を
採
用
す
る
傾
向
に
あ
る
と
の
指
摘

が
あ
る
。
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
棚
入
れ

や
レ
ジ
打
ち
な
ど
の
簡
単
な
仕
事
を
行
っ
て

い
る
者
が
オ
ラ
ン
ダ
国
内
に
約
一
〇
万
人
い

る
と
い
わ
れ
、
そ
の
半
数
以
上
が
一
五
〜
二

三
歳
、
そ
の
中
で
も
一
六
〜
一
九
歳
の
も
の

が
多
く
を
占
め
る
と
み
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ

ら
若
年
労
働
者
の
労
働
時
間
は
短
く
、
契
約

も
臨
時
雇
い
が
大
半
と
さ
れ
る
。
経
営
者
は

一
八
歳
を
過
ぎ
て
年
長
と
な
っ
た
従
業
員
の

再
契
約
を
せ
ず
、代
り
に
、よ
り
年
少
の
（
最

低
賃
金
の
安
い
）
労
働
者
を
採
用
す
る
傾
向

に
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
問
題
と
な
っ
て
い

る
。
こ
の
問
題
に
対
し
、中
央
労
働
団
体（
Ｆ

Ｎ
Ｖ
）
は
若
年
者
最
低
賃
金
の
撤
廃
と
一
八

歳
か
ら
の
一
般
最
低
賃
金
適
用
を
要
求
し
て

い
る
。 

ま
た
、
欧
州
内
の
Ｅ
Ｕ
拡
大
に
伴
う
移
民

労
働
者
の
流
入
問
題
と
最
低
賃
金
と
の
関
係

で
最
近
進
展
が
み
ら
れ
た
。
オ
ラ
ン
ダ
は
、

二
〇
〇
四
年
五
月
に
Ｅ
Ｕ
に
新
規
加
盟
し
た

東
欧
一
〇
カ
国
の
う
ち
マ
ル
タ
と
キ
プ
ロ
ス

を
除
く
八
カ
国
か
ら
の
移
民
労
働
者
の
受
け

入
れ
を
二
〇
〇
七
年
五
月
一
日
か
ら
自
由
化

し
た
。
政
府
は
新
た
な
移
民
労
働
者
の
流
入

に
伴
い
、
最
低
賃
金
未
満
で
の
違
法
雇
用
が

行
わ
れ
な
い
よ
う
、
関
係
行
政
機
関
と
の
連

携
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
履
行
確
保
の
た

め
新
た
に
罰
金
な
ど
の
行
政
罰
を
設
け
る
措

置
を
と
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
従
来
最
低
賃

金
違
反
に
対
す
る
罰
則
は
な
か
っ
た
が
、
新

設
さ
れ
た
行
政
罰
で
は
違
反
事
犯
に
対
し
六

七
〇
〇
ユ
ー
ロ
以
下
の
罰
金
、
違
反
を
繰
り

返
す
悪
質
な
事
犯
に
対
し
て
は
、
五
〇
％
の

割
増
の
罰
金
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
最

低
賃
金
違
反
し
た
使
用
者
は
、
関
係
の
労
働

団
体
及
び
使
用
者
団
体
に
通
告
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
て
い
る
。

〔
注
〕養

成
期
間
中
の
徒
弟
は
最
低
賃
金
の
適
用
除
外
と
な
る
。

家
事
サ
ー
ビ
ス
労
働
者
は
所
定
手
続
き
を
経
た
の
ち
に

最
低
賃
金
の
減
額
が
で
き
る
旨
の
規
定
（
法
第
一
〇
条

第
二
項
）
が
あ
る
。
若
年
者
障
害
給
付
（W

A
JO

N
G

）

の
受
給
者
は
使
用
者
がW

A
JO

N
G

の
運
営
機
関
の
許

可
を
受
け
た
上
で
最
低
賃
金
の
適
用
を
免
除
す
る
こ
と

が
で
き
る
。 

図１　最低賃金と社会保障給付との関係

出所： MISEP (Mutual Information System on Employment Policies in Europe)，
Basic Information Report, The Netherlands(December 2005)を基に作成。

失業手当

(老齢年金)

(生活扶助)
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法
定
最
賃
導
入
ま
で
の
経
緯

労
使
自
治
の
原
則
が
労
使
関
係
に
浸
透
し

て
い
た
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
政
府
に
よ
る
賃
金

政
策
は
、
労
使
間
の
合
意
に
よ
る
賃
金
決
定

を
補
完
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
と
し
て
位
置

づ
け
ら
れ
、
保
守
党
政
府
が
一
九
九
三
年
に

制
度
を
全
廃
す
る
ま
で
、
公
労
使
で
構
成
す

る
賃
金
審
議
会
が
、
低
賃
金
部
門
に
限
定
し

た
最
低
賃
金
額
の
決
定
や
労
働
条
件
の
設
定

に
関
す
る
提
案
な
ど
を
行
っ
て
き
た
。

労
働
党
政
府
が
一
九
九
九
年
に
導
入
し
た

全
国
最
低
賃
金
制
度
は
、
こ
の
方
針
を
転
換

す
る
も
の
と
い
え
る
。
新
た
な
全
国
最
低
賃

金
制
度
は
、
原
則
す
べ
て
の
産
業
お
よ
び
地

域
を
一
律
の
最
低
賃
金
額
で
カ
バ
ー
し
、
ま

た
自
営
業
者
の
う
ち
従
属
的
な
就
業
形
態
の

者
も
新
た
に
適
用
対
象
に
含
め
る
と
い
う
内

容
だ
っ
た
。
適
用
範
囲
の
広
さ
に
お
い
て
、

従
前
の
賃
金
審
議
会
制
度
と
大
き
く
異
な
る
。

政
府
の
最
低
賃
金
制
度
導
入
の
意
図
は
大

き
く
二
つ
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
ひ
と
つ
は
、

低
賃
金
層
の
賃
金
水
準
の
適
正
化
に
よ
り
貧

困
問
題
に
対
応
す
る
こ
と
で
、
こ
れ
に
は
九

三
年
の
賃
金
審
議
会
の
廃
止
以
降
に
低
賃
金

層
の
賃
金
水
準
が
顕
著
に
低
下
し
、
賃
金
格

差
が
拡
大
し
た
こ
と
が
重
要
な
要
因
と
な
っ

て
い
る
。
と
り
わ
け
、
九
〇
年
代
ま
で
に
か

け
て
戦
後
最
悪
と
い
わ
れ
る
ほ
ど
に
ま
で
急

速
に
増
加
し
た
貧
困
家
庭
の
児
童
の
問
題
が

念
頭
に
置
か
れ
て
い
た
と
い
う
。
同
時
に
、

財
政
上
の
問
題
も
制
度
導
入
の
強
い
動
機
に

な
っ
て
い
る
。
保
守
党
政
府
が
八
八
年
に
、

就
労
連
動
型
の
給
付
制
度
（in-w

ork 
benefi ts

）
と
し
て
導
入
し
た
家
族
税
額
控

除
（F

am
ily C

redit
）
は
、
一
定
時
間
以

上
の
就
業
を
条
件
に
所
得
補
助
（
税
還
付
）

を
行
う
制
度
で
、
貧
困
層
の
就
労
促
進
や
貧

困
児
童
の
問
題
を
緩
和
す
る
効
果
が
あ
っ
た

と
い
わ
れ
る
。
し
か
し
、
賃
金
水
準
の
下
限

が
撤
廃
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
多
く
の
雇
用

主
が
従
業
員
の
賃
金
を
抑
制
し
て
、
こ
の
制

度
を
最
大
限
利
用
さ
せ
る
と
い
う
傾
向
を
生

ん
だ
と
い
う
。
結
果
、
受
給
者
の
拡
大
と
と

も
に
、
財
政
負
担
が
急
激
に
増
加
し
た
た
め
、

妥
当
な
水
準
の
賃
金
の
支
払
い
を
、
応
分
の

負
担
と
し
て
企
業
に
課
す
こ
と
が
最
低
賃
金

制
度
導
入
の
重
要
な
目
的
と
し
て
示
さ
れ
た
。

同
時
に
、
最
低
賃
金
制
度
は
政
府
が
実
施
し

て
い
る
「
福
祉
か
ら
就
労
へ
」
と
い
う
就
業

促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け

ら
れ
、
低
所
得
層
へ
の
就
労
に
関
連
付
け
た

税
額
控
除
制
度
の
実
施
と
な
ら
ん
で
、
失
業

者
や
無
業
者
な
ど
に
と
っ
て
就
労
が
魅
力
的

と
な
る
よ
う
な
賃
金
・
所
得
に
関
す
る
施
策

と
も
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
現
在
の
最
低
賃
金
額
の
水
準
は
、

総
じ
て
所
得
補
助
や
求
職
者
給
付
な
ど
各
種

給
付
制
度
の
支
給
額
よ
り
高
く
、
こ
の
た
め

基
本
的
に
は
給
付
水
準
と
最
低
賃
金
額
が
関

連
付
け
て
論
じ
ら
れ
る
こ
と
は
な
い
。

制
度
の
概
要

現
行
の
最
低
賃
金
制
度
は
、
二
二
歳
以
上

の
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
基
本
賃
率
（adult 

rate

）
以
外
に
、
よ
り
若
い
労
働
者
向
け
に

設
定
さ
れ
た
賃
率
（developm

ent rate

）

と
し
て
、
一
九
九
九
年
か
ら
設
置
さ
れ
て
い

る
一
八
〜
二
一
歳
向
け
と
、
二
〇
〇
四
年
に

新
た
に
設
置
さ
れ
た
一
六
〜
一
七
歳
向
け
の

三
種
類
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
毎
年
の
最
低

賃
金
額
の
改
定
は
、
政
府
の
諮
問
機
関
と
し

て
公
労
使
九
人
で
構
成
さ
れ
る
低
賃
金
委
員

会
が
、
①
制
度
導
入
以
降
の
雇
用
・
所
得
等

に
対
す
る
影
響
、
ま
た
経
済
情
勢
、
雇
用
状

況
、
平
均
賃
金
の
上
昇
率
な
ど
、
②
最
賃
の

影
響
を
受
け
や
す
い
低
賃
金
業
種
の
企
業
へ

の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
お
よ
び
地
方
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
、
③
外
部
に
委
託
し
た
研
究
の
成
果
、

④
政
府
・
労
使
な
ど
の
関
係
組
織
か
ら
の
意

見
聴
取
や
な
ど
の
結
果
を
ふ
ま
え
て
、
改
定

額
や
そ
の
他
の
制
度
改
正
の
提
案
を
行
い
、

こ
れ
を
う
け
て
担
当
大
臣
が
決
定
す
る
。

こ
の
三
月
に
公
表
さ
れ
た
二
〇
〇
八
年
一

〇
月
か
ら
の
改
定
額
は
、
二
二
歳
以
上
の
基

本
賃
率
が
五
・
七
三
ポ
ン
ド
、
一
八
〜
二
一

歳
向
け
が
四
・
七
七
ポ
ン
ド
、
一
六
〜
一
七

歳
向
け
が
三
・
五
三
ポ
ン
ド
。
九
九
年
の
制

度
導
入
時
の
賃
率
は
、
基
本
賃
率
が
三
・
六

〇
ポ
ン
ド
、
一
八
〜
二
一
歳
向
け
が
三
・
〇

〇
ポ
ン
ド
で
、
い
ず
れ
も
こ
の
一
〇
年
間
で

六
割
近
く
引
き
上
げ
ら
れ
た
計
算
だ
。
ま
た

一
六
〜
一
七
歳
向
け
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇

四
年
の
三
・
〇
〇
ポ
ン
ド
か
ら
二
割
弱
の
ア

【
資
料
出
所
】

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
（
二
〇
〇
三
）「
諸
外
国
に
お
け
る
最
低
賃
金

制
度
」（
第
６
章　

オ
ラ
ン
ダ
の
最
低
賃
金
制
度
）

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
（
二
〇
〇
四
）「
欧
州
に
お
け
る
高
齢
者
雇
用

対
策
と
日
本―

年
齢
障
壁
是
正
に
向
け
た
取
り
組
み
を

中
心
と
し
て
」（
第
７
章　

オ
ラ
ン
ダ
の
状
況
）

小
越
洋
之
助
（
一
九
九
八
）「
オ
ラ
ン
ダ
に
お
け
る
就
労
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
政
策
と
社
会
保
障
」
海
外
社
会
保
障
研
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ッ
プ
と
な
る
。

適
用
が
除
外
さ
れ
る
労
働
者
は
、
義
務
教

育
終
了
年
齢
前
の
労
働
者
、
自
営
業
者（
１
）、

一
九
歳
未
満
も
し
く
は
一
九
歳
以
上
で
徒
弟

期
間
が
一
二
カ
月
以
下
の
徒
弟
労
働
者
、
軍

隊
従
事
者
（
防
衛
省
の
雇
用
者
を
除
く
）
な

ど
。履

行
確
保
を
所
管
す
る
歳
入
関
税
庁
は
、

国
内
に
一
六
チ
ー
ム
、
計
八
〇
人
の
監
督
官

（com
pliance offi  cer

）
を
配
置
し
、
最
賃

違
反
に
関
す
る
労
働
者
な
ど
か
ら
の
申
し
立

て
や
通
報
を
う
け
て
、
雇
用
主
に
対
す
る
立

ち
入
り
検
査
を
行
う
。
違
反
雇
用
主
に
対
し

て
は
、
最
長
で
過
去
六
年
分
ま
で
さ
か
の
ぼ

っ
て
未
払
い
部
分
の
賃
金
の
支
払
い
を
命
じ
、

履
行
し
な
い
場
合
は
、
未
払
い
賃
金
の
支
払

い
に
加
え
て
罰
金
を
科
す
こ
と
が
で
き
る
ほ

か
、
悪
質
な
雇
用
主（
２
）
に
対
し
て
は
、
刑

事
訴
追
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

制
度
導
入
の
影
響
と
議
論
の
焦
点

最
低
賃
金
制
度
の
導
入
は
、
低
賃
金
層
の

賃
金
水
準
の
改
善
を
通
じ
て
、
所
得
の
再
分

配
効
果
を
も
た
ら
し
た
と
の
見
方
が
一
般
的

だ
。
ま
た
、
賃
金
水
準
に
関
し
て
そ
の
恩
恵

を
も
っ
と
も
被
っ
た
の
は
、
低
賃
金
層
の
半

数
近
く
を
占
め
る
女
性
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

者
で
あ
る
と
い
わ
れ
、
こ
の
層
の
賃
金
水
準

の
改
善
を
通
じ
て
、
男
女
間
の
賃
金
格
差
の

縮
小
に
つ
な
が
っ
た
。

制
度
導
入
に
際
し
て
保
守
党
や
企
業
な
ど

が
主
張
し
た
雇
用
に
対
す
る
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
や
、
若
年
層
に
労
働
需
要
が
シ
フ
ト
す
る

こ
と
に
よ
り
、
基
本
賃
率
を
適
用
さ
れ
る
二

二
歳
以
上
層
の
労
働
者
が
職
を
失
う
と
い
っ

た
懸
念
は
、
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
現
実
化
し

て
い
な
い
。
こ
の
間
の
雇
用
水
準
は
、
長
期

的
な
景
気
の
好
調
に
支
え
ら
れ
て
拡
大
し
て

お
り
、
雇
用
状
況
は
む
し
ろ
若
年
層
に
お
い

て
若
干
の
悪
化
が
み
ら
れ
る
。
低
賃
金
委
員

会
は
、
労
働
力
調
査
の
デ
ー
タ
か
ら
、
こ
の

数
年
の
雇
用
増
の
大
半
は
最
賃
の
影
響
を
よ

り
受
け
や
す
い
と
み
ら
れ
る
小
規
模
企
業
に

お
い
て
生
じ
て
い
る
、
と
説
明
し
て
い
る
。

ま
た
、
企
業
の
収
益
や
生
産
性
に
対
す
る
悪

影
響
は
観
察
さ
れ
て
い
な
い
と
報
告
し
て
い

る
。た

だ
し
、
長
期
的
な
景
気
拡
大
が
踊
り
場

に
差
し
か
か
っ
て
い
る
と
の
認
識
か
ら
、
低

賃
金
委
員
会
は
近
年
、
最
賃
額
の
大
幅
な
引

上
げ
に
替
え
て
、
企
業
に
お
け
る
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
を
高
め
る
方
向
に
提
案
内
容
の
力

点
を
シ
フ
ト
さ
せ
て
い
る
。
最
賃
制
度
の
遵

守
状
況
に
つ
い
て
は
、
未
満
率
の
低
さ
や
摘

発
件
数
の
少
な
さ
な
ど
か
ら
、
お
お
む
ね
良

好
と
の
見
方
が
一
般
的
だ
が
、
歳
入
関
税
庁

に
よ
る
履
行
確
保
体
制
は
非
常
に
限
定
的
で

あ
る
こ
と
も
あ
り
、
必
ず
し
も
実
態
が
正
し

く
把
握
さ
れ
て
い
な
い
と
の
指
摘
も
あ
る
。

ま
た
、
外
国
人
労
働
者
や
派
遣
労
働
者
な
ど

の
立
場
の
弱
い
労
働
者
（vulnerable 
w
orker

）
に
対
す
る
違
反
は
近
年
増
加
傾

向
に
あ
る
と
も
い
わ
れ
る
。

政
府
も
、
履
行
確
保
を
重
視
す
る
意
向
を

示
し
て
お
り
、
歳
入
税
関
庁
の
監
督
官
の
増

員
や
広
報
活
動
な
ど
に
よ
る
制
度
の
周
知
徹

底
を
実
施
し
て
い
る
ほ
か
、
派
遣
労
働
者
や

外
国
人
労
働
者
な
ど
の
立
場
の
弱
い
労
働
者

に
対
す
る
搾
取
の
問
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て

の
議
論
も
進
め
て
い
る
。
た
と
え
ば
住
居
費

等
の
賃
金
か
ら
の
徴
収
に
関
す
る
ル
ー
ル
の

厳
格
化
や
、
最
賃
違
反
に
対
す
る
即
時
の
罰

金
の
適
用
お
よ
び
罰
金
額
自
体
の
引
き
上
げ
、

監
督
官
の
権
限
の
拡
大
な
ど
が
検
討
さ
れ
て

い
る
。
加
え
て
、
こ
れ
ま
で
最
低
賃
金
の
範

囲
と
み
な
し
て
き
た
チ
ッ
プ
（
雇
用
主
に
よ

っ
て
賃
金
の
一
部
と
し
て
支
払
わ
れ
る
場

合
）
に
つ
い
て
、
来
年
中
に
は
こ
れ
を
除
外

す
る
と
の
方
針
を
先
ご
ろ
示
し
た
と
こ
ろ
だ
。

な
お
現
地
メ
デ
ィ
ア
に
よ
れ
ば
、
労
働
党

と
労
働
組
合
は
八
月
、
基
本
賃
率
の
適
用
年

齢
を
二
一
歳
に
引
き
下
げ
る
こ
と
で
合
意
し

た
と
い
う
。
二
一
歳
層
へ
の
基
本
賃
率
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
低
賃
金
委
員
会
も
制
度
導

入
の
当
初
か
ら
提
案
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
、

実
態
と
し
て
二
一
歳
層
を
二
二
歳
以
上
層
と

区
別
し
て
い
る
企
業
が
圧
倒
的
に
少
な
い
点

が
根
拠
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
政
府
内
部

で
は
地
域
別
最
低
賃
金
に
関
す
る
議
論
が
進

め
ら
れ
て
い
る
と
も
報
じ
ら
れ
て
い
る
。
全

国
一
律
の
最
低
賃
金
額
の
設
定
に
は
、
シ
ン

プ
ル
で
わ
か
り
や
す
い
制
度
に
す
る
と
い
う

政
府
の
狙
い
が
あ
っ
た
と
い
わ
れ
、
ま
た
地

域
間
の
賃
金
水
準
の
格
差
を
是
正
し
て
き
た

と
の
側
面
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

地
域
に
よ
っ
て
賃
金
水
準
の
相
場
が
異
な
る

た
め
に
、
見
直
し
の
声
が
出
て
い
る
。
政
府

内
部
で
当
面
の
議
題
に
の
ぼ
っ
て
い
る
の
は
、

北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
な
ど
一
部
の
地
域
に
つ
い

て
の
み
と
も
い
わ
れ
る
が
、
詳
細
は
不
明
だ
。

一
方
、
最
賃
制
度
に
対
す
る
近
年
の
労
使

の
関
心
は
、
最
低
賃
金
の
水
準
に
関
す
る
も

の
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
低
賃
金
委
員
会

が
改
定
額
の
検
討
に
際
し
て
毎
年
実
施
し
て

い
る
関
係
者
か
ら
の
意
見
聴
取
に
対
し
て
、

使
用
者
側
か
ら
毎
回
寄
せ
ら
れ
る
見
解
は
、

最
賃
引
き
上
げ
に
よ
っ
て
生
じ
る
コ
ス
ト
が

企
業
の
経
営
に
大
き
な
負
担
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
を
捻
出
す
る
こ
と
が
年
々
難
し
く
な
っ

て
い
る
、
と
い
う
も
の
だ
。
こ
の
た
め
経
営

側
か
ら
は
、
雇
用
な
ど
へ
の
影
響
を
み
る
た

め
に
も
、
改
定
の
間
隔
を
例
え
ば
隔
年
な
ど

に
す
る
な
ど
の
主
張
が
み
ら
れ
る
。

対
す
る
労
働
組
合
側
は
、
企
業
の
利
益
率

は
記
録
的
に
上
昇
し
て
お
り
、
最
賃
の
引
き

上
げ
は
企
業
に
と
っ
て
十
分
対
応
可
能
な
水

準
に
あ
る
と
し
て
い
る
。
む
し
ろ
、
低
劣
な

賃
金
水
準
を
理
由
と
す
る
高
い
離
職
率
が
、

新
た
な
従
業
員
の
訓
練
に
よ
る
コ
ス
ト
を
増

加
さ
せ
て
い
る
と
し
て
、「
生
活
賃
金
」
の
考

え
方
に
基
づ
く
最
賃
額
の
一
層
の
引
き
上
げ

を
主
張
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
や
職
業
経
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て

就
業
し
て
い
る
若
年
層
に
対
し
て
、
最
賃
未

満
の
賃
金
の
支
払
い
や
無
給
で
就
業
さ
せ
る

な
ど
の
違
反
事
例
が
多
発
し
て
い
る
と
の
指

摘
や
、
年
齢
区
分
に
応
じ
た
減
額
措
置
は
、

若
年
層
に
対
す
る
年
齢
差
別
の
容
認
だ
と
の

批
判
も
あ
る
。

〔
注
〕

１ 

．
た
だ
し
、
従
属
的
な
労
働
を
行
う
自
営
業
者
（
例
え

ば
、
派
遣
労
働
者
や
在
宅
労
働
者
な
ど
）
は
、
実
態
に

応
じ
て
こ
れ
を
労
働
者
と
み
な
し
、
適
用
対
象
と
す
る
。

２ 

．
以
下
の
場
合
、
刑
事
罰
に
問
わ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
最
高
で
五
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
の
罰
金
が
科
さ
れ
る
：

①
最
賃
額
の
支
払
い
拒
否
も
し
く
は
故
意
の
不
履
行
、

②
労
働
者
に
関
す
る
記
録
の
保
持
を
怠
る
、
③
改
ざ
ん

さ
れ
た
記
録
の
保
持
、
④
改
ざ
ん
さ
れ
た
記
録
や
情
報

の
提
供
、
⑤
監
督
官
に
対
す
る
意
図
的
な
妨
害
、
⑥
監

督
官
に
対
す
る
情
報
提
供
の
拒
否
も
し
く
は
不
履
行
。
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